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はじ め に

われわれは，今，21世紀の扉の前にいます。世界の人 口は21世紀の半ばに 100佳人に達

すると予想され，人類が必要 とする資源及びエネルギーの確保は深刻な問題です。21世紀
t

を前 に，資源及びエネルギー消費量の著 しい増加 に伴い炭酸ガス，内分泌撹乱物質 （環境

ホルモン）など環境問題は深刻な状況に立ち至 り，その深刻さはさらに増すと予想され，

人類の生存 に関わるこの間題にどう対処するかが人類の共通の課題です。1992年の地球サ

ミットを契機 に，環境の保全 と森林資源の持続的利用には，森林の造成 と健全な管理によ

る生産力の維持・ 増大 と，生物多様性 の保全が欠かせないことが世界 の共通認識 となって

います。

一一方，わが国の森林 も，木材資源のみならず環境資源，保健文化資源 など多様 な機能を

有してお り，それ らの機能 を高度かつ調和のとれた形で，持続的に強 く発揮 させるために

必要な森林整備のあり方と森林流域の総合的な管理方策の樹立が強く求められています。

しか しなが ら，国産材価格の低迷，外材への依存度の増大，担い手の高・老齢化など，

わが匝Iの林業及び木材産業は依然 として厳 しい状況に包囲 され，適切な管理がいきとどか

ない森林が増加 し，森林の多面的機能の発揮にも重大な支障をもたらす と懸念 されます。

平成 9 年度の林業自書では，①国有林野事業の抜本的改革，②森林整備の新たな展開と

林業・ 山村の振興，③木材需給の動向と木材産業の振興，④持続可能な森林経営の達成に

向けて，の 4 項 目が林業の動向として掲げ られています。さらに「20世紀が高度な工業化

と物質文明の世紀である とすれば，21世紀は，それらを越 える心の豊か さと地球的規模の

環境保全をも実現する世紀でなければならない。その意味で，21世紀を間近に控えた現在，

わが国の森林資源 を適切 に整備 し，健全で多面的機能を発揮 しうる持続可能な形で維持培

養してい くことは，われわれに課せられた責務である」 と述べています。

四匡伎所においては，こうした情勢とともに四国地域の特性を背景にし，環境保全に配

慮した林業活動を行うための森林管理技術 と高度に人工林化された地域における林業経営

技術の向上 を目指 した研究 を進めてお ります。 この年報は平成 9 年度における当四国支所

の調査研究業務等の概要 をとりまとめたもので，関係各位のご参考に供する次第です。こ

の年報の とりまとめにあた り，当支所の試験地設定や試験研究業務 の運営に際 し種々のご

助力を頂いた営林局署，林木育種場，各県の行政・試験研究機関，大学，森林組合ならび

に民間の林業家の皆様の各位に村 し，衷心よりお礼を申し上げます。

平成10年 9 月

四国支所長 高橋 文敏
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1 ．環境保全的森林管理技術の向上

1 － 1）急傾斜地における立地環境の保全技術の開発

森林の生産機能や公益的機能は，森林土壌が有する機能に負うところが大きい。森林の持続可能な生産を

支えるために，また，水源かん養，水土保全 などの機能 を維持するために，森林土壌 を保全することが重要

である。しかし，森林の取 り扱い方を誤ると，地表侵食により森林土壌が流亡 し，森林が有する諸機能を低

下させる恐れがある。四国地方では急傾斜の山地が多く，土壌の流亡が起こりやすいので，森林土壌の保全

技術を確立することが求められている。この中課題では，急傾斜山地の立地環境特性を解明するとともに，

各種森林施業が森林土壌に与える影響を解明して，林地保全・地力維持を目的とした立地区分法の開発を目

指している。

平成 9 年度にはこの中課題において， 3′ト課題を実施 した。この中で，（2 ）「土壌有機物の変動が土壌構

造に及ぼす影響」については，本年度をもって完了した。

（ 1）「林地の降雨特性および鉱物特性に基づ く地表侵食量の定量化」

山間地における地表侵食に関わる土壌国子の影響を明らかにするために，高知県北東部に分布する結晶片

岩ならびに緑色岩類を母材とする土壌について，断面調査，試料採取を行い，粒径組成ならびに粘土鉱物の

分析を行った。対象とした土壌はそれぞれ適潤性褐色森林土（B。）と適潤性褐色森林土偏乾亜型（BD （d ））

であ り，断面形態 には大 きな差は認め られなかった。 また，表層土の粒径組成は，緑色宕類 を母材 とする土

壌の方が細砂の割合が高い傾向を示 したが，土性区分では両方とも軽埴土に区分され大きな差は認められな

かった。粘土鉱物組成は，緑色岩類を母材とする土壌は 2 ：1 ：1 型鉱物のクロライトを主体とするのに対

して，結晶片岩 を母材 とする土壌では 2 ：1 型粘土鉱物のイライ トが主体であり，差が認め られた。このよ

うな母材の違いによる鉱物特性をより幅広 く検討することによって，土壌侵食に関わる鉱物特性が明確にな

ることが期待される。そこで，他の母材の土壌についても鉱物特性を検討するために，本課老は 1年間延長

する。

（ 2）「土壌有機物の変動が土壌構造に及ぼす影響」

人工ヒノキ林では，間伐期における堆積有機物の減少によって地表侵食量が増大し，土壌の物理特性が悪

化することが懸念されている。そこで，堆積右横物の存在が地表保護に果たす効果を評価するために堆積有

機物の除去処理を行い，土砂移動量，土壌物理性，土壌構造の変化を検討 した0 アカマツ林，ヒノキ林とも

に堆積有機物の除去処理により，土砂移動量が数10～100倍に急激に増加 した。また，土壌構造の発達は除

去処理を行った試験区で弱くなった。土壌の物理性については，アカマツ林で容積重や堅密度の増加といっ

た悪化が認められた。これらの結果から，堆積右横物の存在により林地表層の鉱質土層が侵食に対して保護

され，物理性の悪化が防止されていることが明らかになった0 ヒノキ林では林冠閉鎖後に地表被覆度の低下

がおこり，土壌劣イヒの危険性が増大するので，堆積有機物の供給を増大させるとともに林床植生の回復を図

るために除間伐等の保育施業を適切 に行 う必要がある。

（ 3）「ヒノキ人工林化によって起こる土壌特性の変化の解明」
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天然生林を伐採 してヒノキ林へと転換したときの土壌の変化の実態を把握するために，大正営林署市ノ又

国有林およびその周辺の民有林において，天然生林，人工林それぞれ 4 地点における土壌 の物理性について

検討した。人工林土壌では礫の含有量の少なさを反映して，天然生林土壌よりも容積塞が低く，租孔隙率が

高い傾向を示した。水分保持特性から明らかになった孔隙分布特性は，天然生林土壌では低水分張力領域か

ら高水分張力領域にかけて均等に孔隙が分布するのに対して，人工林土壌では租孔際が多いものの，植物に

利用可能な毛管水 を保持す る領域の孔隙が少ないことが明らかになった。

1 － 2 ）環境資源としての森林の保全技術の向上

四国地域においては，その自然特性すなわち急峻な地形と豪雨の多い気候が森林経営に対 して高い環境保

全桟能の発揮を求めている。さらにその上で林業経営を維持させるための省力化を念頭においた林分管理技

術の開発が不可欠である。近年広がりつつある複層林の健全な発達促進のため，下木成長への上木密度管理

のもたらす効果等の施業技術開発を実施中である。また水質等を含めた環境保全機能発捧への期待の高い源

流域森林の管理手法を開発する。

この中課題 のもとで，平成 9 年度 には前年度か らの継続課題 3 つ と新規課題 1 つが実施 された。

（ 1）「光環境変化が複層林下木の成長過程に及ぼす影響の解明」

光環境差がスギ菓に及ぼす影響を，陰・陽案分化の指標とされる生育場所の相対光強度 （R LI）と葉乾重

（ 緑軸内二次木部を除いた重量）当たりの葉面積（SLA ：比面積）との関係について調べた。林床稚樹では

暗所の個体ほど重さ当たり菓面積の広い陰菓を持っていた。 しかし，若齢林分成立木においては明環境下に

ある樹冠上部の菓の方が SLA の大きな菓を付ける傾向が見られた。今後測定例を増やしてこの意味の検討

を図る必要がある。

（ 2）「源流域天然林の構造と機能の解明」

大正町市ノ又試験地の主要構成樹種であるヒノキ，ツガ，モミの 3 年間の種子散布と実生の消長が明らか

にされた。ヒノキ，ツガでは1995年が豊作年であったことが示され，翌年の実生発生が認められた。モミは

1 995，1996の和牛に実生が発生 した。実生発生 1年後の生存率はモミ，ツガ，ヒノキの順に高い。また実生

生存，定着においての，樹種による斜面の安定性や明るい光環境への要求度の違いが示唆された。

（ 3）「人為撹乱に伴う常緑広葉樹林の更新過程の予測」

市ノ又試験地内の強度が異なり光環境に差がみられる択伐跡 3箇所において操乱後の環境変化及び更新過

程を比較している。大きなギャップ内では周辺部～中央部にかけて更新椎幼樹の樹高が高くなる傾向が認め

られた。また伐採規模が大きいと高木性主要構成樹種よりも光要求度が高いとされる亜高木性樹種の椎幼樹

がより優占度を高めた。伐採後約10年経過 した時点では，小さなギャップではすでに林冠の再閉鎖が完了し，

環境は林内のものと差が無くなっていた。

（ 4 ）「天然林主要構成樹種の種子生産”実生定着過程の解明」

ブナ科樹種の種子生産過程と，種子生産周期の有無や集団での同調など時空間パターンについてこれまで
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欠けていた定量的事項解明のため，四国支所構内実験林，大正町市ノ又森林動態観測試験地（常緑樹）及び

三辻山（落葉樹と常緑樹）で観測個体を数本ずつ選び，種子 トラップ多数を設置した。着花数に対する成熟

種子数生産の効率など定量的データの集積が進みつつある。
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2 ．高度に人工林化 した地域における林業経営技術の向上

2 － 1 ）中山間地域における林業経営技術の改善

四国地域においても長伐期施業や混交林施業など，多様な森林施業と持続可能な森林経営への関心が高

まっており，長期間にわたる経営指針の作成が求められている。林業経営面では，高コス トと低い生産性が

依然として国内林業の構造的問題として指摘されているが，中山間地域における高齢化の進行や不在村地主

の増加などが林業の担い手のみならず森林資源の管理の面でも問題となってきている。資源情報の効率的な

管理手法の開発や高性能林業機械の導入，定着条件の解明などにより，これらの問題への対処が期待される。

また昨年12月の林政審答申では国有林経営の抜本的見直 しとともに，民有林 についても公益的機能の確保

を求めること，流域管理システムを通じた合意形成の促進，森林整備に果たす市町村の役割の強化などが指

摘されている。この中課題においても，既に一部対応している部分もあるが，今後も取 り組む必要のある課

題である。

平成 9 年度 は，前年度か らの 6 継続課題 と1 つの新規課題の計 7 課題 を実施 した。新規の課題 は指定研究

の重点化領域「高性能林業機械」の四国支所分担課題である。

（ 1）「魚梁瀬天然木の調査管理システムの開発」

9 年度は，幾何精度の高いオルソフォト作成のために，空中写真で判読可能な点，GC P （G round ControI

P 。int）をG PS で測量する手法について検討を行った。G C P を G PS で測量する方法を検討 した結果， a ）

G PS 測量可能， b ）空 中写真判読可能， C ）林道沿 い，以上の 3 つの条件 が必要である。本研究では， 1

万ha以上の広範朗を対象としているので，事前にこれらの条件を考慮 して，GPS 測量計画をたてる必要が

ある。しかし，山岳地域では地形と植生などが G PS 衛星の電波障害物となり，G PS 測量が可能な場所が限

られてお り，条件 a ）が明 らかで なく，測量計画 をたてることが出来ない。そ こで，G PS を車に載せ，林

道を走行 して，G PS 測量可能道路図を作成 した。 これにより測量計画 をたて，23点の G PS 測量 を行 った。

（ 2）「人工林の構造解析」

スギ，ヒノキ人工林の収穫試験地において直径分布の平均値，分散，変動係数，歪度の時間的変化とワイ

プル分布のパラメータの変化を無間伐林分，各種間伐林分の施業と関連づけて分析した。間伐林分ではd ／

D 比（間伐木の平均直径／間伐前の平均直径）が，また無間伐林分ではK （ライネッケの林分密度指数と本

質的に等しい林分密革の指数）が歪度，ワイプルパラメータC の時間的変化に対応して説明できる可能性が

示された。さらに四国地域の12の森林計画区のうち，施業標準地のない肱川計画区を除き，スギ，ヒノキ樹

高成長と材構成長資料について地域間比較を行った。成長資料に対して平均値を比較する方法で，それぞれ

3 つのグループに分けた。スギの上層樹高の成長については，南予，安芸森林計画区で良く，香川，東予，

那賀・海部川で劣っている。林分材積でみると，吉野川，中予山岳，南予，高知，嶺北，安芸で良く，香川

で劣 っている。ヒノキについては，上層高では，香川，東予，今治・松山，高知県 （四万十川，嶺北，高知，

安芸）で良く，那賀・海部川で悪い。林分材積ではほとんど差が見られなかった。

（ 3 ）「1994年夏季少雨が人工林 に及ぼ した影響の評価」
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8 年度に，干害ヒノキ林にて等高線と平行にラインプロットを設定し，調査，検討した結果，ヒノキの生

存率と土壌の関係が示唆された。そこで， 9年度は，立木のラインプロットに沿って，土壌貴人試験を行い，

さらに枯死と生存のパッチ毎に，土壌断面調査を行った。土壌貴人試験によりNC が 5 以下の部分を土層と

定義し，土壌深と立木の状態とを図にして関係を検討した結果，土壌深が大きいほど干害被害が増大する傾

向が見られた。これは土壌が浅いほど干害被害が大 きいという昭和42年干害時の愛媛県の調査の知見と異 な

るので，今後土塊水分特性を測定し，検討する。

（ 4 ）「林家の経営動向と林産物流通経路の究明」

高知県巌北流域においては，第 3 セクター建築事業体が1987年から技能者の派遣をセットにした産地直送

住宅を開始 し，併せて技能者育成機関を90年に設立した。同機関は当初，建築事業体のための人材育成機関

としての性格が強かったが，その後，全国の建築関連企業から研修生を集めるようになった。しかし，同機

関は地場産業の発展 と地域の活性化を目的としており，地元自治体や企業等の出資額も少なくない。そのた

め地元資金で他地域企業の人材を育成することの是非が問われている。これに対し同機関は，今後，地域外

企業からの研修生受け入れを地域産材需要拡大の契機にするべきであるとするが，このような地域コンセン

サスの形成は今後の課題である。

（ 5）「四国地域における収穫試験地資料を用いた長伐期林の暫定収穫予測」

この課題では高知営林局管内の収穫試験地において，林分成長に関する測定資料の収集を定期的に継続し

て行い，林分構造の経年変化を捉える。特にスギ，ヒノキ長伐期施業の経営モデルの作成にあたり，基礎資

料の提供を可能にするために，間伐等についても多様な施業試験を行うことを目的にしている。 9 年度は高

松営林署管内の浅木原スギ・ヒノキ人工林収穫試験地における 8標準地の定期調査を実施した。また，植栽

本数別の成長データを取 りまとめ， これまでの成長量の推移を比較 した。

（ 6 ）「森林生態系を重視した公共事業の導入手法調査」

9 年度も林野庁から高知県へのモニタリング事業と連携して，実験計画や解析手法の検討を行った。高知

県四万十川森林計画区の関係者による協議会，調査委貞会等の組織体制について引き続 き検討 し，今後のモ

ニタリング事業の推進方策について協議 した。また，高知県林業試験場を中心にモニタリング地域と項目の

選定を行い，既存のデータの収集，掘り起こし，他機関への委託調査についても検討した。各調査の結果は

1 ）森林タイプ別面積調査， 2）種間の多様性，3 ）森林棲動物寄生息調査 としてまとめられた。

（ 7）「高性能林業機械の効率的運用のための G IS の有用性評価」

四国地域の森林組合に対し，G IS を含む情報システムの導入，運用という観点から，高知県 Y 町森林組合

の聞 き取 り調査 を行った。G IS の導入 と運用 に際 しては，導入 に対する合意形成，予算獲得，システム設計 ・

開発，教育，障害対応，利用体制整備などの点で高次の間道解決能力が求められた。しかし，導入効果には

大きなものがあり，測量図面の整理，林道・作業道開設の資料作成，施業計画策走，森林施業団地化共同事

業策定，造林補助事業資料作成，職員の適正配置などの面で顕著な効率化がみられ，また，作成資料の精度

や勤労意欲の向上がみられるなど，森林組合の運営の上で改善に資するところが大 きかった。
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2 － 2 ）中山間地域における森林生物の管理技術の高度化

健全な森林を維持するためには，林木の生育を阻害したり材質の低下を招 く病虫獣を適切に管理する必要

がある0 また・ 森林の持続的経営のためには・＼病虫獣害の制御はもちろん・ 地域の森林生態系が本来有して
いる生物多様性を維持し，流域全体として豊かな森林を保全するための研究が求められるようになってきた。

本中課題は，これら森林に生息する生物の管理手法の高度化を目的としている。

平成 9年度は，前年度からの継続課題 （3課悪） と新規課題（ 1課題）の計 4 課題を実行 した。そのうち

（ 1）「ニホンキバチと加 りわざお柁伽桝属菌によるスギ，ヒノキの変色被害発生機構の解明」を完了 し，（3）「病

虫獣奮発生情報の収集と解析」を平成14年まで延長した。完了課題では，ニホンキパテの共生蘭が日本初記

録の A竹りわざね作W桝J脚 触 れ刑であることを突き止め，その形態と培養的特性を明らかにした。また，この

菌がスギ，ヒノキに変色被害を与える原因菌であることを接種実験によって確かめ，病原性を解明した。継

続課患では，ヒノキカワモグリガの寄主選択性を調査し，ニホンキバチの成虫の再捕獲調査手法を検討した

ほか，四国地域 における病虫獣書の発生動向について調査 を行 った。また，本年度か ら開始 した指定研究（4 ）

「 四万十川流域の生物多様性に関するデータベース作成と調査手法の検討」では，四国地域の重要動物種の

データベース化を行い，鳥類，甲虫類および樹木についてモニタリング手法の検討を行う。

（ 1）「ニホンキバチとA †町わざfβ柁仙桝属菌によるスギ，ヒノキの変色被害発生機構の解明」

四国地域で採集されたニホンキバチの胞子貯蔵器官（マイカンギア）から分離された菌の分類について検

討し，スギの伐 り捨て間伐木に発生する加 り血ぶJβ作仰 J伽山gαf仙刑と同一・種であることを明 らかにした。本

菌は日本初記録種であり，キパテ類との共生関係も今回初めて確認することができた。また，培養した本菌

をスギとヒノキの生立木に接種 して材部の変色を再現し，変色部から接種菌を再分離 した。以上の結果から，

ニホンキバチと共生する本菌が変色被害の原因菌であることが明らかになった。

（ 2）「スギ・ ヒノキ穿孔性害虫の個体群変動要因の検討」

スギ・ヒノキ混交林と隣接林分においてヒノキカワモグリガの被害量を調査したところ，いずれの林分で

もヒノキの方が有意に食害痕数が多かった。このことから，ヒノキの方が寄主として選好されやすい，ある

いはヒノキの方がスギ よりも幼虫の生存率が高 いことが示唆された。 また，ニホ ンキパテの標識再捕獲試験

の結果か ら，誘引剤 による誘引率 は期待 したほ ど高 くないこ と（再拝獲率 8 ／237＝3．4 ％），雌の方が雄 よ

りも移動 （飛翔）距粧が大きいこと，野外で少なくとも1週間以上生存する個体があ り，これまで言われて

いたよりも成虫の生存期間が長いことなどが示唆された。しかし，いずれの点についても証拠が不十分であ

り，より大規模な標識再捕獲試験の繰 り返 しによって検証する必要がある。

（ 3）「病虫獣奮発生情報の収集と解析」

平成 9年度は恒常的な森林病虫獣害のほか，高知県内のサクラ類に幼果菌核病が多発し，宇和海に面する

海岸のウバメガシ天然林にヤガ科のホリシヤキシタケンモンが大発生した。松 くい虫被害は依然として四国

各地で多発 しているが，愛媛県西部では標高800m および1，000m のアカマツ枯損木からマツノザイセンチュ

ウが検出されており，より高い標高帯への被害拡大が懸念される。元年度から開始した本課題では，四国地

域における森林病虫獣害の発生情報をとりまとめて「森林防疫」と「支所年報」に報告し，森林管理のため
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の基礎資料 としてきた。今後も森林被害の発生動向について調査するとともに，病虫獣の生活史や被害発生

条件など基礎的知見の蓄積をはかる必要がある。また，突発発生型の病虫害については被害発生の契機 とな

る気象条件等を解析するために長期間のデータ収集が不可欠である。そこで，本課題を平成14年度まで延長

し，資料の蓄積 と解析を進めることとした。

（ 4）「四万十川流域の生物多様性に関するデータベース作成と調査手法の検討」

四国地域の森林性の希少生物 と指標性生物のデータベースの枠組みを作成するために，森林性の生物種に

関する既存の情報を収集・整理 した。哺乳類と鳥類については四国産のすべての種をデータベースの対象と

し，その中から希少生物と森林依存種を抽出した。四万十川流域の天然林に調査地を設定して，森林性の生

物の代表的な種群について基礎的な調査を行った。調査対象として，脊椎動物では鳥類，無脊椎動物では甲

虫類，植物では木本性顕花植物を選んだ。調査地として高知県大正町市ノ又風景林周辺を設定 し，鳥類の繁

殖期の簡易テリトリーマッピング法による調査，越冬期のラインセンサス調査を各 5 回行った。同じ市ノ又

風景林で餌 トラップによる甲虫類の調査を行った。また，市ノ又風景林の天然林内の調査プロットで植生調

査を行い，樹木リストを作成 した。
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ヒノキ林とアカマツ林における堆積有機物層の土砂移動抑止効果

林地保全研究室 三浦 覚・吉永秀一郎・ 山田 毅

1 ． は じめに

針葉樹人ユニ林では，近年間伐遅れなどの管理水準の低下に伴う，地表の裸地化や土砂流出の増大が懸念さ

れている。このような林地の荒廃化は，林内雨による雨滴衝撃や表面流の発生によって土壌が侵食されるた

めであると考えられている（例えば，塚本，1966 ；赤井，1977）。著者らはこれまでに，林相の相違が土砂

流亡に及ぼす影響を検討し，間伐遅れのヒノキ林の移動土砂量は壮齢アカマツ林の100倍以上に達すること

（ 三浦ほか，1995），またヒノキ林の地表被覆度は林齢によって大きく変化 し30年生前後の林分で最も低く

なることなどを明らかにし（三浦ほか，1996），土壌侵食に関わる地表被覆の重要性を指摘 した。本稿では，

地表被覆のうち堆積有機物層に注目し，その土砂移動抑止効果について検討する。

2 ．研究方法

試験地は，高知県長岡郡大豊町の32年生ヒノキ林および60年生アカマツ林（以下，ヒノキ林，アカマツ林

とする）である（表一1）。ヒノキ林は間伐遅れの状態にあり，林内照度が低下し下層植生が消失していた。

アカマ ツ林は，亜高木層か ら低木層 にはアカガシ，リョウプ， アセビなどの広葉樹が混生 しているが，下層

植生は貧弱であった。アカマツ林の堆積有機物層はL 層，F 層，H 層を合わせて10～12cm の厚さがあったの

に対 して， ヒノキ林の堆積有機物層 はL 層 とF 層を合わせて 0 ～ 3 cm の厚 さであった。

本稿では「地表」 とは地表面か ら地上高50cmの範囲 を指すもの とし，あるポイントにおいてその範囲内で

最上位に位置するものをそのポイントの地表要素とする。地表要素は，堆積有椀物層，下層植生，礫 （2 m

＜ ），土壌（2 m ＞），積雪の 5種類からなる。地表要素のうち，堆積有機物層と下層植生を地表被覆とよび，

両者の比率の和を地表被覆率 とする。地表状態の測定は，試験地内に10か所の観測点を設け，ポイントカウ

ンティング法で測定 した。 1 観測点の大 きさは50×50cm とし，測定時に 1 辺 5 cm で10 ×10＝100ポイン トか

らなるメッシュ枠を置いて，そのポイントの地表要素を判定し百分率で表した。ただし，年間の平均地表被

覆率を算出する際には，積雪の比率は，前後の測定時の値をもとに，積雪以外の 4 要素に比例配分した。測

定は1994年 6 月から1996年 5 月まで 1 ～ 2 か月毎に行い，全期間の平均値を算出した。堆積有機物層の現存

量は，試験地内の 5 か所で50×50cm 枠内の堆積有機物をすべて採取 し，風乾した後，菓，枝，その他に分別

し，70℃で24時間乾燥 し秤量 した。

表－1 ．試験地の概況

試験区 林齢

（ 年）

ヒノキ林 32

アカマツ林 60

立木密度

（ 本／ha）

2 2 0 0

3 0 0

1 － 1 ）急傾斜地における立地環境の保全技術の開発

平均樹高

（m ）

1 6 ．9

2 0 ．8

平均胸高直径

（ c m ）

1 8 ．5

4 2 ．4

傾斜

（ ○ ）

土壌型

3 7 B D

3 3 B A
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0 ％ 2 0％ 4 0 ％ 6 0％ 8 0％ 10 0 ％

ヒノキ林

アカマツ林 I 肌

ロ土（2 m m ＞）

日礫（2 m m＜）

田下層植生

皿堆積有機物層

図－1 ．32年生ヒノキ林 と60年生アカマツ林の平均地表被覆率

堆積有機物層が地表保護に果たす役割を明らかにするために，ヒノキ林 とアカマツ林において堆積有機物

層の除去処理を実施し，処理前後の移動土砂量を測定した。1993年 5 月にヒノキ林，アカマツ林の試験地内

に10個の土砂受け箱を設置し，そのうち 5個について，1996年 7月に箱の斜面上部 4 m の範囲を鉱質土層が

露出するまで剥ぎ取った。除去区，対照区のいずれも，周囲からの土砂やリターの混入を防ぐために，上方

と側方を波板で囲った。土砂は， 1～ 2 か月毎に回収し，乾燥後，礫 （2 m＜ ），細土（2 m ＞），有機物に

分けて秤量した。なお，除去区では土砂回収のたびに新 しいりターを除去し，裸地状態を維持した0

3 ．結果と考察

（ 1）地表被覆の状態

ヒノキ林とアカマツ林における平均地表被覆率は，それぞれ48％と100％であった（図－1）。このヒノキ

林は地表被覆率が最も低下 している状態にある（三浦ほか，1996）。また，地表被覆のうち堆積有機物層が

占める割合は，ヒノキ林では100 ％，アカマツ林では99％であった。雨林分 とも下層植生がほとんどなく，

地表被覆はもっばら堆積有機物層に依存していた。

堆積有機物層の現存量は，ヒノキ林が970 9 m ‾2，アカマツ林が3400 9 m ‾2であり，両林分の現存量には

3 ．5倍の差があった。一・方，試験地における堆積有機物層の観察では，アカマツの葉は，他の広葉樹の葉や枝，

その他のリターとからみ合って，容易に移動できない状態で地表に堆積していたのに対して，ヒノキの葉は

酒井ほか（1987）が指摘するように，鱗片化 して移動 しやすい状態で林地表面に散在 していた。このような

堆積有機物層の堆積状態を考慮すれば，上述 したヒノキ林における地表被覆率の低さは，現存量の差より堆

表－2．32年生ヒノキ林 と60年生アカマツ林の堆積右横物層現存量

試験区

ヒノキ林

アカマ ツ林

葉枝 その他

（9 m ‾ 2 ） （ 9 m I 2 ） （ 9 m － 2 ）

2 5 0 4 6 9 2 4 8

5 7 0 8 4 3 1 9 9 1

計

（9 m ‾ 2 ）

9 6 7

3 4 0 4
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図－2 ．32年生ヒノキ林と60年生アカマツ林における堆積有機物層除去による移動土砂量の変化

積有椀物の動き易さの違いに起因すると考えられる。服部ほか（1992）も述べているように，ヒノキの葉は

アカマツの葉より地表被覆効果が弱いと考えられる。

（ 2）堆積有機物層除去処理による移動土砂量の変化

アカマツ林の堆積有機物層除去区では，1996年 7 月の除去処理直後には移動土砂量が対照区の100倍にま

で急激に増加 し，ヒノキ対照区の移動土砂量と同じレベルに達 した（図一2）。以後測定期間を通して，アカ

マツ除去区の移動土砂量 はアカマ ツ対照区の移動土砂量 より数10倍多かった。一方， ヒノキ林 において も除

去処理により除去 区の移動土砂量は増加 したものの，10倍程度 にとどまった。これは， ヒノキ林では除去処

理前からすでに土砂移動が起こっていたため，堆積有機物層除去の影響が顕著に現れなかったためであると

考えられる。以上のように，アカマツ林の堆積有機物層の有無による比較においても，また，地表被覆率が

異なるアカマツ林対照区とヒノキ林対照区との比較においても，移動土砂量には100倍程度の差が生じた。

このことは，地表被覆率が50％以下に低下すると，堆積有機物層の土砂移動抑止効果は 1 ／100程度に低下

することを示 している。

（ 3）土砂移動抑止に必要な堆積有機物層の現存量

村井・岩崎 （1975）は，傾斜300， 1 ×1．5m の模型斜面における室内降雨実験をもとに，アカマツ林にお

いて降雨強度が100刑 h‾1の時に侵食量を0．1t ha‾1 h‾1（＝10 9 m ‾2 y‾1）以下におさえるためには，400 9 m

‾2（厚 さで約1．5cm）の リターで十分であ ると指摘 した。仮に年間降雨量 を2000mm とする と，侵食量は最大

でも200 9 m ‾2 y‾1である。また，服部ほか（1992）は，傾斜30～400のヒノキ・アカマツ混交林における侵

食土砂量の実測データと室内降雨実験をもとに， 1 ～ 3 t ha‾l y‾1 （＝100～300 9 m ‾2 y‾1）の許容限界侵食

土砂量を維持するために必要なリター堆積量は，5 ～ 7 t ha‾1（＝500 －700 9 m ‾2）であると結論づけている。

これらの既往データをもとに，本稿では，許容限界侵食土砂量を，上記 2 例の平均を取って200 9 m －2 y‾1と

し，これを推持するために必要とする堆積有機物層の現存量と厚さの基準値を，最大値を取って700 9 m ‾2（厚

さで約 3 cm）と仮定し，以下の年間土壌侵食量と堆積有機物層に関する検討を行った。
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本稿で調査対象としたヒノキ林とアカマツ林について，波板で試験斜面を囲った以降の対照区のデータを

もとに年間の土壌侵食量を算出すると，ヒノキ林が520 9 m ‾2 y‾1，アカマツ林が 8 9 m ‾2 y‾1である。ヒノ

キ林の侵食量は，許容限界侵食土砂量のおよそ2．5倍に相当し，アカマツ林は 1／20以下である。アカマツ林

の堆積有機物層は，現存量，厚さともに上述の基準値をはるかに上回っており，十分な地表保護効果を発揮

していたといえる。一方，ヒノキ林の堆積有椀物層は，現存量では基準値を満たしていたが，厚さは基準値

以下であり，侵食量を許容限界以下に抑えることができなかった。この理由として，村井・岩崎 （1975）や

服部ほか（1992）がアカマツ林あるいはヒノキ・アカマツ混交林を試験対象としているのに村して，本稿で

はヒノキ単純林を試験対象としているため，樹種の遠いによる影響が考えられる。さらに，両者が行った降

雨実験はリターとして落葉だけを使用しているため，リダーの現存量と侵食量との関係が，りター中に葉以

外の枝，樹皮，球果などを多く含む現実の林分には必ずしも当てはまらない可能性も考えられる0

以上述べてきたように，アカマツ林のような高い地表被覆率を有する堆積右横物層は，土砂移動抑止効果

が大きいことが明らかになった。しかし，ヒノキ林では，地表被覆率が林齢にともなって大きく変動し，林

冠閉鎖後から40年生くらいまでの若齢期に著 しく低下する（三浦ほか，1996）。このことから，ヒノキ林で

は堆積有機物層だけでは十分な地表保護効果が期待できない0 ヒノキ林において地表保護効果が高い施業方

法を確立するためには，ヒノキ林に特有な地表被覆の変動実態にもとづいて・ 地表被覆の管理方法について

さらに検討を進める必要がある。
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ヒノキ人工林化によって起こる土壌の一般物理性の変化

一一市 ノ又風景林 と近接するヒノキ人工林の土壌を比較 した結果から一

杯地保全研究室 山田 毅・吉永秀一郎・森貞和仁＊・平井敬三＊・三浦 覚・吉田桂子＊＊

1 ． は じめ に

天然林をヒノキ人工林に転換すると，伐採時の土壌撹乱やヒノキの樹種特性による表層土の流出によって，

土壌劣化を引き起こしやすいとされている（小林，1982 ；井上ほか，1987）。本報では，人工林化に伴う土

壌特性の変化を検討するため，土壌の物理性の変化について報告する。

2 ．方 法

調査地は，高知県幡多郡大正町にある市 ノ又風景林 （天然林）及 びそれに近接するヒノキ人工林である。

天然林と人工林のそれぞれ 4地点ずつ土壌調査を行い，物理性分析用の試料を400m L 容の細土円筒を用い

て採取した。調査地点における土壌の概略については，山田ほか（1997）を参照されたい。

土壌の－・般物理性 は，河即・小島 （1979）に従い測定 した。 また，pF l．0 ～3 ．0の範囲の水分保持特性を

加圧板法を用いて測定した。

3 ．結 果

人工林土壌は，植栽 5年後の造林地で採取した土壌（人工林 3）を除いて，天然林土壌よりも礫量が少な

く，租孔隙量は多く，容積重は低い借を示 した（表一1，図一1）。

採取暗合水量 は，天然林土壌では表層 よりも次表層の方が少なかったのに対 し，人工林土壌 では表層 より

も次表層の方が多かった（表－1）。孔隙組成は，天然林土壌では表層から次表層にかけて租孔隙（＜ pF l・8）

がやや増加する程度であった。一方人工林土壌では，表層から次表層にかけて租孔隙の減少 と細孔隙（pF

l ．8～3 ．0）の増加が顕著にみ られた （図一1 ）。
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図－1 ．天然林土壌 と人工林土壌 の理学的性質

（ 粗孔隙量＝租毛管孔隙量＋最小客気量）

1 － 1 ）急傾斜地における立地環境特性の保全技術の開発 ＊：現 本所森林環境部 ＊＊：元 林地保全研究室
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表層土壌の水分特性曲線は，天然林土壌では租孔隙から細孔隙まで孔隙が均等に分布するのに対 し，人工

林土壌では粗孔隙が集中して分布 していた（図－2）。人工林土壌では天然林土壌に比べて，植物が利用可能

な水を保持する細孔隙が少なく，特に，新植造林地M 3 ではこの傾向が顕著にみられた（図－2）。なおM 3

は，容積塞が高い値を示し，透水性も悪く，土壌の理学性が他の土壌と比べ劣っていた（表－1）。

表－1 ．天然林土壌 と人工林土壌の理学的性質
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図－2 ．天然林と人工林の表層土壌における水分特性曲線
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葉痕による葉量復元の試み

田淵隆一・酒井 武・大黒 正・倉本恵生・ 酒井 敦

1 ． は じめに

業主と生産量から単位葉量あたりの生産効率を求めるいわゆる成長解析は，生産に及ぼす環境の影響や明

暗などの環境幅に対する種ごとの反応特性を調べるのに有効な手法の一つである。環境に大きく支配される

林内の権助樹や立木のシュートで葉の生産効率を知るためにも必要な手法といえる。 しかし，この手法は主

に作物など草本類を対象に確立されてきたものであり，現在のサイズが前年や数年以上前にさかのぼった菓

が生産してきた物質の積み重ねで成り立っている樹木を対象とするとき，単純にこの手法を応用するのは難

しい。すでに落葉 してしまった葉量をシュー ト単位でさかのぼ り推定する手法の開発が必要である。

2 ．考 え 方

今回検討対象としたのは葉の着いていた痕（葉痕）のサイズから過去の葉のサイズを推定する手法である。

任意の高さでの幹の断面積と，その位置より先にある葉の量との間に比例関係が成 り立つことを示 したパイ

プモデルを考えると，それぞれの個葉においても葉柄の大きさ（ここでは葉痕のサイズ）とそれが支える個

菓の大 きさとの間には比例関係が成 り立つ と考 えるべ きであろう。パイプモデルをそのままあてはめた場合，

葉柄基部の断面積 と葉サイズが比例関係にあるならば分かり易い。

ここで菓とそれ以外の器官の遠いを考えねばならない。樹木の場合，幹，枝などの木部は二次肥大成長を

しなが ら成長 してい く器官である。 これに対 して，実は一旦展開完了 して しまうと案内への物質集積 による

乾重量 の増大はあって も，出来上がった葉のサ イズを増す ような成長は行わない。つ まり育たない器官であ

る。このため完成 した葉は落葉まで同じサイズを保ち，個葉自身の葉柄の太さに変化は生じない。しかし葉

柄が着いていた枝は太っていくため，枝に残った葉痕は変形 してい く（図－1）。このため過去の葉柄基部面

積の復元は，葉を脱落させた後数年太り続けた枝については難しい。一方木部の二次成長は半径方向への肥

大成長であ り，－・旦シュー トが完成すると新 しいシュー トの展開によらずにさらに伸長 してい くことはない。

そこで葉痕は枝の太 りに連れて横へ拡がるが，その高さに変化は生じない。樹種毎の菓痕高と，葉のサイズ

（ 面積，重量）との間に比例関係が成り立ち，さらに生育環境（この場合は明暗の光環境差を想定した）と

葉痕サイズー葉サイズ との関係が明 らかになれば， 1 ， 2 ， 3 ・・・年枝など旧い枝で菓痕高 を測ればその

枝に着いていた葉量が推定で きる。

3 ．手法の検討例

（ 1）材料

四国支所構内実験林の陽当たりの良い場所及びヒノキ林下暗所に生育するイヌビワ 2個体のから葉をそれ

ぞれ10－15枚程度採取 した。サンプルは小型のものからシュー ト内で最大のものまでサイズに幅を持たせる

ように選んだ。

（ 2 ）測定項 目

1 － 2 ）環境資源としての森林の保全技術の向上
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採取 したサンプル葉毎に葉柄の高さ（皿 ：菓痕高に相当）と菓面積を測定した。明所暗所の供試木毎にサ

ンプル葉をまとめて乾燥（85℃，48時間） し乾重を求め，葉面積と乾重の比率を算出した。個菓の葉面積か

ら乾重を換算するためである。

（ 3 ）結果

明所及び暗所で待た菓について葉面積当たりの乾重を算出すると，暗所業で4．991 ，明所業2．371（m9・ Cm‾2）

であり，暗所菓の方が重さ当たりでは薄 く広い陰葉的な性質を持つことがわかる。

棄痕高（m ）と個菓の菓面積（cぷ）ならびに菓乾重（9）との関係をそれぞれ図－2 ，3 に示した。国中の

式に示 した ように，菓痕高 （Ⅹ） と葉面積，あるいは葉重 （y ）の関係は，陰菓・ 陽菓のそれぞれで指数が

ほほ 2 の巾乗式で近似 され，高い相関が認め られた。 また陰・ 陽菓間差 は菓痕高 ～菓面積 よりも菓痕高～乾

重との関係において小 さく，葉痕の大きさは面積 より葉重を代表させるのに適しているようだ。図－4 には

仝サンプル菓についての菓痕高一葉重関係を示した。このようにして復元した過去の菓量から，異なる環境

条件下で生育する椎幼樹の物質生産効率の推定が可能である。ただし生産効率は棄量当たり，時間当たりの

速度として示されるため，個菓の若葉期間を把握しておく必要がある。この時，葉寿命が年単位で把握でき

る常緑樹と異なり，落葉樹では数日～週単位程度の細かさでのフユノロジー観察で実態を把握しておくこと

が望ましい。また常緑，落葉両タイプ樹種に共通したものであるが，生育場所の明暗も着葉期間に影響を与

えることは無視できない。
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図－1．枝の肥大成長と葉痕サイズの変化
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白髪山ヒノキ林の林分構造

造林研究室 酒井 武・倉本恵生・酒井 敦・田淵隆一

1 ． は じめ に

高知県長岡郡本山町の白髪山 （標高1，470m ） はヒノキの優 占する天然生林が分布 してい る。一般にヒノ

キ天然林は常緑広葉樹林帯および落葉広葉樹林帯のなかで，土地的極相の森林と認識されており，尾根筋の

やや乾燥 した土壌や礫質の土壌などに成立 している場合が多い（四手井ほか，1974）。白髪山の場合も塩基

性の基若か らなる岩塊地 にヒノキの純林が成立 している と考えられている（藤村，1933 ；高知県緑の環境会

議森林研究会，1990）。1915年に白髪山山頂を中心に約200ha が学術参考保護林に指定され，保護されてきた。

この天然林の構造・動態を明らかにするため学術参考保護林内のヒノキ優占林分に，固定調査地を設定し，

1 997年からモニタリングを開始した。本報では本調査地の林分構造について報告する。調査地設定に当たり，

高知営林局，本山営林署の関係各位 に協力 していただいた。山下林業の山下幸利氏 には，私設林道 を使用 さ

せていただ くとともに， 白髪山のヒノキ林の分布および白髪山周辺で行 われた土佐藩の森林経営の歴史につ

いてご教示いただいた。記 して深謝する。

2 ．調査地と方法

調査区は白髪山南西斜面，標高約1，100 m 付近の緩斜面に設定 した。調査区は40 m X 40 m の方形とし，樹

高1．3 m 以上の仝個体について個体識別を行い，位置，樹種を記錬し，胸高直径 を測定した。樹高はサンプ

リング調査を行った。調査地は土壌の薄い岩塊地と比較的土壌の発達したスズタケが分布する異なる立地を

含んでいる。立地の違いを明らかにするため，調査地内のスズタケの分布を調べた。

3 ．結果 と考察

調査地の種組成を表－1 に示した。調査地内での樹高1．3m 以上の個体の出現樹種は26種，胸高断面積合計

（ 以下 BA としめす）は61．8nf／ha であった。この うち ヒノキが70 ％を占め最 も優 占 していた。そのほか

の樹種のBA 割合はツガ（17％），ゴヨウマツ（2．2％），ヤマグルマ（2．1％），イヌツゲ（1．6％）の順であっ

た。個体数は調査区内にツガが59本と最も多かった。最大個体は胸高直径85．3cmのヒノキであった。図－1 に，

仝樹種，ヒノキ，ツガ，広葉樹の直径頻度分布を示した。広葉樹の直径頻度分布は小径木の多いL 字型を示

した。′ト径木の多い樹種はシヤクナゲ（56本），シロモジ（27本）であった。広葉樹の最大個体はホオノキ

の胸高直径30 ．4cm で，胸高直二径20cm 以上の個体は 7 個体のみであった。ヒノキは，50－55cm 階にモードを持

っ一山と25cm以下の小径階が組合わさった分布の形を示した。ツガはヒノキに比べ25cm以上の個体が少なく

小径木が多いL 字型 に近いサ イズ分布 を示 した。

図一2 に樹高を測定した50個体の胸高直径と樹高関係を示 した。ヒノキの40cm以上の個体はおおよそ25m

程度に達し，この林分の最大樹高は30 m 程度と考えられる。胸高直径20－30cmではヒノキの樹高のばらつき

が大 きかった。現地での観察 と樹高の測定結果か ら樹高20m 程度で林冠層に達 し，その大部分 をヒノキが占

めていると考えられた。広葉樹類はそのほとんどが林冠層には達していない。図－3 に各個体の空間分布と

1 － 2 ）環境資源 としての森林の保全技術の向上
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スズタケの分布，マウン ドを示 した。 ヒ

ノキは各マウンド上に目立ち，林床にス

ズタケが分布する土壌の比較的発達 した

立地には少 ないとい う傾向がみられた。

ツガではその ような傾 向 はなかった。

シヤクナゲはヒノキと同株にスズタケが

分布する場所に少 なかった。図には示 し

ていないがヤマグルマ，シロモジも同様

の傾向がみ られた。白髪山保護林内では

かつて1，200m ，1，400 m の等高線に沿っ

て環 状 の ベ ル ト トラ ンセ ク ト（長 さ

3 ，098 m ，2，269m ）で調査が行われ（藤

村，1933），比較的土壌の発達した稜線

沿いにスズタケが多 くヒノキの少ないこ

と，土壌の発達 していない斜面に多い岩

塊地でヒノキとシヤクナゲが多いことが

明らかにされている。今回の調査結果か

ら，40 m X 4 0 m というスケール内の立地

表－1．調査地の種組成
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横軸のラベルは各階級の最大値をしめす（5 ：0 －5 c恥 10：5 －10cm）

の違いによっても同様な樹種による分布の遠いがあることが明らかになった。今後は，それぞれの立地でヒ

ノキ，ツガ，広葉樹類の実際の更新状況を調べ，白髪山ヒノキ林の林分動態を明らかにしていきたい0
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2 年結実性の常緑カシ，アカガシの開花・結実過程
－2年間の着花・着果数変動と開花後 1年間の生残過程何

2 5

造林研究室 倉本恵生・田淵隆一・大黒 正・酒井 武・酒井 敦

1 ． は じめ に

森林の構造とその変化には，例えば年などの時間的な変動 と，場所による空間的な変動が大きく認められ，

その要因となる重要な作用や過程の一一つとして，種子生産の時空間的な変動があげられる。その変動のパター

ンや機構の解明は，森林生態系の働きと動きを明らかにし，保全や造成などの管理に役立てる上で重要な課

患となる（Sork，1993）。そのためには，種子が生産される過程から明らかにする必要がある（K elly，1994）

が， これまで定量的な知見が少なか った。

筆者 らは，四国地域の天然林で主要な構成要素となっているブナ科樹種を対象に，種子生産過程とその変

動パ ターンの調査 を開始 した。四国地域では，常緑・落葉 といった葉の季節性， 1 年で結実・ 2 年かけて結

実といった開花結実のサイクルや，風媒・虫媒といった花粉の媒介様式などの性質が異なる10数種のブナ科

樹種が生育する。このうち，ブナに代表されるブナ属， ミズナラなど落葉性のコナラ属（いわゆるナラ類）

で1 年結実性 の ものにつ いては，種子生産 の定量 的な調査 が国 内外で行 われてい る （Sork et al．，1993 ；

K oenig et al．，1994 ；倉本，1996）。 しかし，四国の山地林の主要構成種である， 2 年結実性の常緑カシにつ

いては，種子生産に関する定量的な知見が，世界的にみてもこれまでほとんどない。 2 年結実性常緑カシの

種子生産過程の解明は，季節性などの異なる近縁種群との比較を通して，種子生産の変動にかかわる要因，

豊凶の発生する しくみや系続的な発達の道筋 を考 えるうえで重要な手がか りとなる（Sork，1993 ；Kelly，

1 9 9 4 ）。

そこで， 2 年結実性常緑カシの代表としてアカガシ（Q仰作仙ざαCl血 T HUMB）を対象にし，開花から結実ま

での種子生産過程の詳細を明らかにするため，昨年度から林冠部で調査を行っている。本報では，予備的結

果として， 2 年間の開花数の変動，昨年開花 してから今年の開花期 までの花・果実の生残過程 について報告

する。

2 ．調査地 と方法

高知県土佐 山村 と土佐町の境界に位置する三辻山 （標高1，108m ）の山頂直下で調査を行 った。U＿l頂直下

の南側斜面 は，イヌツゲヤアセ ビなどに混 じってブナ とアカガシが疎生する，林冠高 5 ～ 7 m の広葉樹林分

となって い る。

1 997年 7 月に，登山道周辺の20個体を選んで，幹サイズを測定したうえで，樹冠に直接登り，開花結実の

調査を行った。本調査地においては， 5 月 に当年枝の展開 と開花が確認 されている。当年枝での開花，ある

いは 1年生枝での幼堅果の着生が確認された個体については，樹冠内でランダムに選定した小枝にテープに

よる標識を施 し，小枝 につ く末端枝のすべてについて，着生す る当年の花，昨年の花由来の幼堅果を計数 し

た（図一1 ）。末端枝は，

かった。当年花 の着生，

当年枝のほか，当年枝 を出さなかった 1 年枝が含 まれるが， ここでは識別を行 わな

すなわち着花が確認 された個体のうち， 2 個体を除いて，当年の花から発達した幼

1 － 2 ）環境資源としての森林の保全技術の向上
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堅果 と，昨年の花から発達 した幼堅

果の計数を行った。うち5 個体につ

いては，1997年11月に昨年の花から

発達 し成熟に至った堅果を計数し，

翌1998年 4 月には越年 した幼堅果 を

計数した。

翌1998年には，当年枝が展開した

5 月初めの時点で，標識個体の標識

枝すべてについて，展開してきた当

年枝 を織別 したのち着花数を計数

し，あわせて 1 年枝 と着生幼堅果の

生残を調べた （図一1 ）。 さらに前年

平成 9 年度森林総合研究所四国支所年報
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図一1 ． アカガシの枝，お よび開花結実の模式

に標識を行わなかった 2 つの着花個体 と，残 りの個体で着花が認められるものについては，新たに枝を標識

して花の計数を行った。当年花および越年幼堅果の計数は 5 月か 7 月まで毎月繰 り返 し，生残数を調べた。

3 ．結 果

（ 1 ）開花結実

1 997年 7月の時点で，20個体中，着花個体が 9個体，着果個体が13個体で， 7個体は着果 とも確認されな

かった。このうち，着花 9個体の全てと，着果だけがみられた4 個体のうち 3個体，あわせて12個体が，翌

1 998年に開花 した。1997年に開花結実しなかった 7 個体は，翌1998年にも開花結実しなかった（図－2）。着

花および着果個体と，非開花結実個体 との間には，幹サイズに有意な差はみられなかった（ t＝0・40，df＝

1 4 ， P ＝ 0 ．6 9 ）。

（ 2 ）雌花お よび堅果の生産

1 997年，開花終了後の 7 月における，着花 （当

年）枝あたりの花数，および着果（ 1年）枝あた

りの幼堅果数は，それぞれ3．69 土3．85個（n ＝ 7 ，

調査個体数）と3．97 ±3．45個（n ＝9 ）であった。

着花 と着果は，仝末端枝のうち，それぞれ，20．7

±23 ．8 ヲ‘（n ＝ 7 ）， 3 1 ．1 ± 28 ．5 ％ （ n ＝ 9 ） に

認め られた。なお，1997年は，末端枝 の齢の識別

を行 わなかったため，当年枝だけの数を算出で き

なかった。したが って，着花枝 と着果枝の割合は，

2 0

1 5

1 0

F R

O n ly

仙iting

1 9 9 7 1 9 9 8

図－2 ．開花終了後の着花・ 着果状況

F R ：着果個体，F L ：着花個体，NR ：非開花結実個体

それぞれ，末端枝を母数として算出した。堅果成熟後の11月における着果枝あたりの成熟堅果数は，7・38±

3 ．10個 （n ＝ 5 ）であった。

1 998年，開花期の 5月における着花枝あたりの花数，および着果枝あたりの幼堅果数は，それぞれ，4・92

士1．61個 （n ＝12），3 ．82 土2．80個 （n ＝ 9 ）個であった。また，開花終了後の 7 月 には， それぞれ3・09±

0 ．85個 （n ＝12），3．16±2．33個 （n ＝ 9 ）であった。着花当年枝および着果 1年枝の割合は， 5月でそれ
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ぞれ，35．2 士26．9 ％（n ＝12），19 ．9±20 ．7％ （n ＝ 9 ）， 7 月でそれぞれ，19．4 ±15．2％ （n ＝12），16．2

±21．5％（ n ＝ 9 ）であった。

両年を通じて調査した個体については，開花終了後の 7 月における着花率および着果率には両年で有意差

が認められをかった。同時期の着花枝あたりの花数は，1997年の方が有意に多かった（t ＝2・76，P ＝0・03）

が，着果枝あた りの幼堅果数 は両年で有意な差が認め られなかった。 また，両年 とも， 7 月における着花率

と着果率 との間には有意な相関が認め られず，1997年の着花率 と翌1998年の着花率 との間についても同様で

あった。一方，着花枝あたりの着花数，着果枝あたりの着果数については，1997年 7 月については両者に有

意な正の相関が認 められた （R ＝0．79， n ＝11， P＜ ．01） が，1998年 7 月 について は認 められなかった。

また，1997年の着果数と1998年の着花数との間にも，有意な相関は認められなかった。

（ 3 ）開花後の花および幼堅果 の生残

5 個体 について，1997年開花終了後の 7 月から 1 年間の幼堅果の生残 を追跡 し，1997年 7 月の幼堅果数に

対す る各時期の生残率を求めた（図一3 ）。開花後，幼堅果へ発達 した花 のかな りの割合が当年 の堅果成熟期

までに落下し，11月における生残率は，66 ．9±15．6％であった。その後，翌1998年の展菓期まで，残存幼堅

果はほとんど落下せずに越年 し，次の開花期から 7月にかけて再び未熟落下がみられた。 1年経過後の 7 月

における生残率は，25．9±23．9％であった。各個体の 1年間の生残率は，開花時の着花枝の割合との間に正

の相関を示 した（R ＝0．882， n ＝ 5 ， P＜ ．05）。

1 998年に開花した花は 7 月までの 3 ケ月間に，かなりの割合が徐々に未熟のまま落‾F していた。生残率は，

6 月と7 月でそれぞれ，55．8±23．2％，38 ．2±16 ．6％であった（図－4 ）。また，個体数が少ないため統計的

比較はできないが，両年ともに開花 した個体と比較すると，1998年のみ開花した個体のほうが開花終了直後

（ 6 月）の生残率が高い。
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4 ．考 察

調査を行った 2 年間には，開花後の着花数に差がみられた一方で，着花率に大きな違いは認められなかっ

た。ただし，1997年には，当年枝を出さなかった 1年枝 も母数に含む末端枝あたりの着花率で算出を行って

おり，当年枝あた りで算出す る場合 に比べて過小になるにも関わ らず，同 じ開花終了後（7 月）の着花率は，

1 998年に比べて高かった。この ことか ら，1997年のほうが，1998年 に比べ，全般 に着花数が多かったと考 え

られる。

開花終了後の 7 月における堅果数とその着生率には，年次差が認められなかった。同属のい くつかの樹種
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では堅果生産の著しい年変動が示されている（Sork et al．，1993 ；K oenig et al．，1994 ；倉本，1996）。アカガ

シでも同様の年変動が予想されるが，平均的には，1997年の堅果生産が1998年のそれより多かったにもかか

わらず，年次差が検出されなかった。その要因としては，堅果生産性とその年変動のしかたの個体差が大き

いことが考えられる。実際に，繁殖個体の単年度の開花量 と結実量が正の相関を示すことから，年変動にか

かわらず，個体によって花および果実の生産性に相当の差があることが示唆される。さらに，調査個体の中

に， 2年間を通じて繁殖を行う個体と行わない個体が混在し，繁殖を行う個体のなかにも連年で開花結実 し

ている個体 と，単年で開花ないし結実する個体があった。前述の同属樹種では，堅果生産の年変動が個体間

で同調する。それらと比較して，アカガシにおける集団全体の開花結実は，かなり複雑に挙動するものと考

えられる。その詳細な実態の解明には長期的な検証が必要である。

開花後の生残過程 についてみ ると，開花当年 については，開花後 1 ～ 2 ケ月の間に多 くの花ない し果実が

未熟で落下 してお り， 1 年結実性の もの と共通 していた（W illiam son，1966）。当年の堅果 の成熟期 まか ら

翌年の新粂の展開までは生残数にほとんど変化はみられず，以降の変化は初年度と同様であると考えられる0

今後は堅果の成熟 まで追跡 し，開花結実の 1 サイクルを通 じた生残パ ターンを明 らか にしたい0
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民有林境界明確化への取り組み

－－・徳島県相生町・ 山城町の事例か ら－

2 9

経営研究室 都築伸行・ 山田茂樹・松村直人

1 ． は じめに

林業採算性の悪化による投資と労働投下の減少や不在村森林所有者の増加により，適正な管理が行われて

いない森林が増加している。この対策 として森林組合による受託管理が考えられており，各地の事例が報告

されている（志賀ほか，1996）。森林組合が受託管理を行う際には，森林境界が明確であることが望ましいが，

国土調査（地籍調査）に未着手の地域では，図面と現地が一放せず境界は不明確であることが多い。

徳島県では，森林組合による受託管理を想定 した「森林受託管理システム」構想を独自に打ち出し，実現

に向けて国土調査実施前の民有林に対 し境界明確化 と周囲測量を行うモデル事業を開始した。本稿では，志

賀（1997）及び都築ほか（1998）をふまえ，事業の実態と問題点等について整理を行った。

2 ．事業内容 と羊膜

この事業は，開始年度の1996年度には県単独補助事業の「森林受託管理システム推進モデル事業」として

相生町と山城町において行われたが，97年度からは国の補助事業である「森林管理整備事業」に切 り替えら

れ，対象は 8 町村に広げ られた（図－1 ）。相生町 と山城町の事業対象地は，県の「先導的林業生産酬地整備

促進事業」により指定された団地のうちの－一部である。この先導的林業生産団地は両町に約1，000ha ずつ設

定されてお り，林業生産の先導的な役割を果たすため各種補助事業が集中的に投入されている。

境界明確化は図－2 のように進められた。事業は相生町から木頭森林組合へ，U！城町から山城町森林組合

へと全て委託されているが，所有者の把握と連絡には，町の情報（課税台帳や公図など）と森林組合の情報

（ 森林簿や請負事業の履歴など）とが必要であるため，図－2 の①～③までの事務作業は町と森林組合が協

力し連絡を取 り合って行った。このような町と森林組合の協力関係は，事業を進めるうえで非常に重要であ

り，これがなければ事業推進は困難だったといえる。

境界明確化 は原則 として所有名義人の立会の もとに行 われる。不在村者や 日程の調整がつかない者には代

理人を選ばせ，委任状の提出を義務づけている。また，所有者本人の境界認識が暖昧で明確化が困難な場合

や所有者同士の合意が得られない場合は，山に詳しい地元の林業従事者などに「案内人」として同行しても

らい，その者の記憶を頼 りに明確化を進めていく。境界明確化に関する合意形成は全て所有者本人か代理人

及び「案内人」に任されており，森林組合は境界紛争に巻き込まれないようにしている。

徳島県独自の

1 996年度

1 997年度
（ 一事業対象は相生町と山城町の2 町）

の森林組合助成事業

ト匝 夏二二二二ニコ
1 999年度 ＊県単独事業から国補事業に切り替え （事業対和ま相生町，山城町の他に6町村が加わり計8町村）

図－1 ．事業体系図
注）徳島県農山村振興課資料より作成

2 － 1 ）中山間地域における林業経営技術の改善
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3 ．事業の成果と間籠点

事業はほぼ順調に進められ，96年度末には相生町で80ha ，山城町で100ha の森林境界が明確になり，測

量結果は森林組合がコンピュータに入力 して管理している。事業が順調に進んだ主な理由は，両町に共通し

て以下の 2 つがあった。 1 つは，所有者，とくに高齢者からの協力が得られたことである。これは若い世代

に比べ高齢者には林業経験者が多く山林の資産価値に関心が強かったためと相続前に境界を明確にしたかっ

たためである。 2 つには，前述のように町と森林組合に協力関係があったことである。これは，町には将来

の国土調査への利用，森林組合には事業確保のための情報整備というように双方に利点があったため，さら

に，町，森林組合ともに地域の森林管理に対する危機感があったためである。

間邁点は以下の 3 点に整理できる。まず，第 1 に，所有者の作業負担である。この事業の方式では，前述

のように，境界明確化の際の立会や杭打ち作業は全て所有者自身に任せられている。また，測量を行いやす

くするための下刈 り作業も所有者負担となっている。これらの作業が所有者にとって重荷と感じられれば，

事業への協力が得にくくなると考えられる。第 2 に，予算の問題である。一筆の面積が小さく筆数が多い場

合には，測量単価が上が り事業費が逼迫する恐れ もある。第 3 には，境界を熟知する者の確保である。今回

は両町とも適当な「案内人」が確保できたが，今後，高齢化や世代交代に伴い確保は難 しくなるであろう。

第1 と第 2 の間老点である所有者の作業負担と予算の制限から，年間に明確化できる面積は100ha ほどが

精一杯である。このペースでは町内の民有林境界全てを明確化するのに，国土調査と同様何十年もかかる。

この間に，第 3 にあげたように境界 を熟知する者が減少すれば明確化 はます ます困難になる といえる。

（ 》町と森林組合による所有者の把握
↓

②町による所有者へのダイレクトメールでの事業案内

↓

（ 卦町と森林組合による事業説明会

↓

④所有者による境界明確化

J ；
所有者のみで解決しない坊合は案内人を依頼

＊立ち会えない場合は委任状を提出

（ 参所有者による杭打ち作業と下刈り作業

↓

⑥森林組合による周囲諷量

↓

（ 診森林組合による測量成果の管理

表－1 ．相生町，山城町と事業対象地の状況

相生 町 山城町

人口（人）

絵土地面積（ha）

林野率（％）

事業費（千円）

境界明確化面積（ha）

所有者数（人）

うち不在村者数（人）

筆数（筆）

3 ，8 3 6

1 0 ，1 3 9

9 0

4 ，0 0 0

8 0

1 7

1

3 3

平均保有面積（ha） 4 ．7

1 筆の平均面積（ha） 2 ．7

6 ，5 3 1

1 3 ，1 5 9

8 5

4 ，0 0 0

1 0 0

5 7

1 0

1 8 5

1 ．7

0 ．5 4

注）1990年世界農林業センサス及び聞き取 り調査

より作成

図－2 ．境界明確化の手順
注）聞き取 り調査より作成

引用文献

志賀和人・成 田雅美・堀 端人・餅 田治之・柳幸広登 （1996）平成 7 年度長期施業受託マニュアル 不在村

所有対策と森林管理，長期施業受託事業．118pp，全国森林組合連合会，東京・

志賀和人（1997）森林管理整備事業をどう進めるか 一徳島県の事例に見る境界確定のノウハウー．森林組

合328 ：4 ” 9 ．

都築伸行・山田茂樹・松村直人・志賀和人（1998）徳島県における森林所有界確定への取 り組み 一 相生町，

山城町の事例【 ．、森林応用研究 7 ：13～16．
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浅木原スギ・ ヒノキ人工林収穫試験地の調査結果

経営研究室 松村直人・小谷英司

1 ． は じめに

浅木原スギ人工林収穫試験地は瀬戸内側では唯一のスギ試験地として，高松営林署浅木原国有林に設定さ

れている。また，同ヒノキ人工林収穫試験地も瀬戸内側東部のヒノキ試験地として隣接 して設定されている。

これまでほほ 5 年間隋で定期調査が実施 されてお り，両試験地とも7 回目の定期調査 を実施 したので，その

概要を報告する。

2 ．浅木原スギ人工林の成長経過

この試験地は植栽本数や間伐方法の違いによる施業の比較試験を組み合わせて行うために，1958（昭和33）

年に高松営林署の植栽密度比較試験地である浅木原国有林55林珪ほ小班に5．30ha 設定されたものである。

試験地は香川県と徳島県の県境近くの山の中腹に位置し，傾斜は平均傾斜40度と急峻で，南西に面している。

海抜高は約750m ，地質は白亜紀の和泉層に属し，砂岩を母材とする B。（d）型土壌である。林齢は1998年現

在39年生である。図－1 に標準地の概略図を，表－1 にこれまでの調査結果の概要を示す。

なお，014区は不成績造林地であり，前回，今回の測定値は標本木の平均値を参考までに示した。前回の

測定結果は，松村ほか（1993）に報告されているが，その他，昭和39，49，55，61年度林試四国支年報にも

関連する報告がある。

3 ．浅木原ヒノキ人工林の成長経過

この試験地は1966 （昭和41）年にヒノキ人工林において種々の施業を実施した場合の成長量，収穫量，そ

の他統計資料 を収集するとともに，林分構造の変化を解明する目的で，浅木原国有林55林班ほ小班に

5 ．23ha 設定されたものである。傾斜は40－45度と急峻で，Ulの中腹に位置し，北東に面 している。海抜高

は約800 m ，地質は白亜紀の和泉層に属し，砂岩と頁岩を母材とするBD（d）型土壌である。林齢は1998年現

在40年生である。

試験地内には植栽本数と間伐方法を異にする 3？の標準地が設定されている（図－2 ）。これまでの調査結

果の概要 を表一2 に示す。 中央の018区では雪折れの被害の影響が残 っている。 また019区では昨年 7 月の糾

国東岸を北上した台風による風折害の影響が顕著であり，今後の調査には注意が必要である。

なお，前回の調査結果は，松村・青田（1992）に報告されているが，その他，昭和40，45，50，56，61年

度林試四国支年報 にも関連す る報告がある。

引用文献

松村直人・ 青田 実 （1992）浅木原 ヒノキ人工林収穫試験地の調査結果．森林総研 四国支年報 33 ：37～38．

松村直人・菅田 実 （1993）浅木原スギ人工林収穫試験地の調査結果．森林総研四国支年報 34 ：28～29．

2 － 1 ）中山間地域における林業経営技術の改善
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O 1 3

1 500 本区

O 1 2

歩並

0 1 4

除地

0 1 5

0 1 6

6（氾）本区

3 ∝氾本区

艮手へ

図一1 ．浅木原スギ試験地の位置図

N号

、

訳

ヽ、
民家

810

歩道

0 1 7

てヨ
図一2 ．浅木原 ヒノキ試験地の位置図
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試験区

0 1 2

（0 ．2 2 7 h a ）

1 500本区

Ⅰ区

間伐区

0 1 3

（ 0 ．2 0 0 h a ）

1 500本区

Ⅱ区

無間伐 区

林齢

（ y r s）

7

1 2

1 7

2 2

2 7

3 3

3 9

7

1 2

1 7

2 2

2 7

3 3

3 9

0 1 4 7

（ 0・1 2 1 h a） 1 2

3 000本区 17

Ⅲ区 22

間伐区 27

3 3

3 9

0 1 5 7

（0 ．1 16 h a ） 1 2

6 000本区 17

Ⅳ区 22

間伐区 27

3 3

3 9

0 1 6

（0 ．1 2 4 h a ）

6 000本区

Ⅴ区

無間伐区

7

1 2

1 7

2 2

2 7

3 3

3 9

表－1 ．浅木原スギ試験地の調査の概要

立木本数 林分材横 平均直径
（ ／ ha） （㌦／ ha） （伽 ）

1 3 8 7

1 3 6 1

1 3 0 0

1 2 6 0

1 2 5 1

1 1 0 1

1 0 8 8

1 4 5 0

1 4 2 0

1 4 0 5

1 3 7 0

1 3 6 5

1 1 8 5

1 1 1 0

2 3 3 1

2 3 1 4

2 2 0 7

2 0 5 0

1 9 7 5

5 4 1 4

5 2 5 0

5 0 3 4

4 9 5 6

4 6 2 9

4 5 9 5

5 2 3 0

5 1 1 5

4 9 9 4

4 2 8 2

4 2 4 2

3 7 8 2

3 7 0 2

7

6

2

2

6

8

2

7

2

5

0

1

1

2

5

1 9

5 2

9 8

4

4

3

7

1

1

1

2

5

2
1

4

8

9

7

6

5

2

5

2

1

5

2

1

2

2

3

3 ．8

6 ．9

平均樹高

（ m ）

1 ．7

3 ．4

5 ．2

1 0 ．5 7 ．7

1 3 ．0 9 ．4

1 5 ．5 10 ．5

1 7 ．0 12 ．7

1 ．7

3 ．2 3 ．1

6 ．0 4 ．7

9 ．2 6 ．8

1 1 ．7 8 ．8

1 3 ．9 1 0 ．1

1 5 ．9 1 1 ．9

1 ．0

1 ．1 1 ．4

2 ．0 1 ．9

）

）

1

7

3

4

3

4

5

5

（

（

2 ．9

）

）

7

9

6

3

3

3

（

（

3 3

連年成長量 相対幹距比

（ ㌦ ／h a／ yr） （％）

0

0

2

0

7

4

3

9

0

5

0

1

1

8

6

2

0

0

2

6

9

6

0

0

2

6

4

0

0

1

一

7

6

6

5

0

8

3

5

7

9

0

0

1

1

1

6

3

8

7

2

2

4

6

6

4

4

1

2

3

4

3

0

9

3

5

3

3

5

8

0

1

2

1

1

1

1 ．8

3 ．3

4 ．9

6 ．7

8 ．1

9 ．0

9 ．9

2 ．3

3 ．2

4 ．4

7 ．7

9 ．8

1 1 ．5

1 3 ．2

8

2

5

8

8

6

4

4

7

3

1

1

1

7 9 ．7

5 3 ．3

3 6 ．6

3 0 ．1

2 8 ．7

2 3 ．9

8 5 ．6

5 6 ．8

3 9 ．7

3 0 ．8

2 8 ．8

2 5 ．1

1 4 8 ．5

1 1 2 ．0

7 6 ．2

6 0 ．8

4 1 ．2

2 8 ．2

2 1 ．0

1 7 ．5

1 6 ．3

1 4 ．9

0

4

0

2

0

5

3

1

3

9

2

2

1

1

4 3 ．7

3 2 ．2

1 9 ．8

1 5 ．7

1 4 ．1

1 2 ．5
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試験区

0 1 7

（ 0 ．1 5 4 h a ）

3 000本区

無間伐 区

0 1 8

（0 ．1 9 6 h a ）

3 000本区

t

O 1 9

（0 ．1 1 8 h a ）

6 000本区
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表－2 ．浅木原ヒノキ試験地の調査の概要

林齢 立木本数 林分材横 平均直径 平均樹高

（ y rs） （／h a） （㌦／ h a） （cm）

8 2 4 4 8

1 3 2 3 9 6

1 8 2 3 9 6

2 4 2 2 9 2

2 9 2 2 6 0

3 4 2 0 9 7

（m ）

1 ．9

8 3 ．1 3 ．4

3 4 6 ．4 5 ．4

7 7 9 ．3 7 ．5

1 4 5 1 2 ．1 1 0 ．3

2 5 2 1 4 ．3 1 2 ．2

4 0 2 0 9 7 3 1 1 1 5 ．8 1 2 ．7

8

1 3

1 8

2 4

2 9

3 4

4 0

8

1 3

1 8

2 7 5 0

2 7 3 0

2 6 9 9

2 6 0 0

2 5 3 6

2 2 9 6

2 2 7 0

4 3 9 8

4 2 8 0

4 2 5 4

2 4 4 0 6 8

2 9 3 7 1 2

3 4 3 2 2 9

1 1 3 ．6

4 2 6 ．8

7 8 9 ．2

1 5 1 1 1 ．6

2 5 3 1 3 ．6

3 3 1 1 4 ．8

2 2 4 ．2
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4
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十八川山スギ人工林収穫試験地の調査結果

経営研究室 小谷英司・松村直人・山田茂樹・都築伸行

十八川山試験地は，スギ人工林の成長量推定と，無間伐，弱度間伐，強度間伐など間伐方針の違いによる

成長比較試験を行うために，太平洋沿岸西部のスギ収穫試験地として，1973 （昭和48年）に設定された。当

初の林小姓番号は，清水営林署管内十八川山国有林72林班は小班であったが，その後の小珪名の変更，営林

署の統廃合のため，現在宿毛営林署管内272林政に小班として管理されている。試験地の概況として，斜面

は北北東に面し，傾斜30度であり，山の中腹より下に位置しており，凹型の地形であ り，海抜高は約500m

である。地質は中生界四万十層群に属 し，砂岩と貫岩を母材とする B D 型土壌である。

当研究室では，約 5 年毎に定期調査を実施 しており（佐竹ほか，1974，1979，1984 ；松村ほか，1992），

第5 回目の調査を1998年 3 月 2 －4 日に実施 した。調査項目として，胸高直径は全数調査を行い，樹高は固

定調査木を含めて試験区毎に20本程度測定 し，未測定木については樹高曲線を作成して推定した。直径と樹

高の測定および記載と，番号のペンキ塗りなど試験地の管理整備作業も含めて，今回の調査に要 した労働力

は6 人 日であった。

1 997年末現在の林齢は，試験区番号042と043 は38年生，044 は39年生である。各調査地ともに順調に成長

しているが，これまで間伐をしていないために過密である。調査設定時の目的の一一つである由伐試験を行う

必要がある。

引用文献

佐竹和夫・都築和夫・吉田 実（1974）スギ人工林の構造と成長に関する研究．昭和48年度林試四国支年報

：6 ．

佐竹和夫・青田 実・都築和夫（1979）人工林の施業法の解明．昭和53年度林試四国支年報 ：2．

佐竹和夫・吉田 実・都築和夫（19朗）十八川山スギ人工林収穫試験地の調査．昭和58年度林試四国支年報

：4 ．

松村直人・吉田 実（1992）十八川U lスギ人工林収穫試験地の成長経過．森林絵研四国支年報 33 ：39～40．

2 － 1 ）中山同地域 における林業経営技術の改善
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図－1 ．十八川山試験地の位置図

表一1 ．調査結果の概要

林齢 立木本数

（ yrs） （本／ha）

1 5 2 6 0 5

2 0 2 5 8 0

2 5 2 5 0 0

3 2 2 2 3 5

3 8 2 1 2 3

1 5

2 0

2 5

3 2

3 8

林分材横 平均直径 平均樹高

（ ㌔／ h a） （印） （m ）

1 3 4 1 1 ．3 7 ．5

2 6 7 1 4 ．3 1 0 ．4

3 8 8 1 6 ．3 1 2 ．9

5 6 8 1 9 ．5 1 6 ．2

6 8 3 2 0 ．8 1 8 ．0

2 4 3 9 1 4 2

2 4 2 9 2 8 1

2 2 6 6 3 9 7

1 9 9 0 5 5 1

1 1 ．9 8 ．4

1 5 ．0 1 1 ．0

1 7 ．4 1 3 ．2

2 0 ．4 1 6 ．3

1 8 5 7 6 4 9 2 2 ．1 1 8 ．0

1 6 2 4 3 9

2 1 2 3 6 6

2 6 2 2 0 8

3 3 1 9 0 1

3 9 1 7 0 3

1 8 6 1 1 ．6 7 ．9

2 5 8 1 4 ．5 1 0 ．7

3 7 0 1 6 ．9 1 3 ．0

5 6 3 2 0 ．5 1 7 ．1

6 2 3 2 2 ．3 1 8 ．7

連年成長量

（ ㌦／ ha／ y r）

2 6 ．6

2 4 ．2

2 2 ．5

1 9 ．2

0

0

2

3

3

7

3

9

6

2

2

1

1

4

4

6

0

4

2

7

0

1

2

2

1

相対幹距比

（ ％）

2 6

1 9

1 6

1 3

1 2

2 4

1 8

1 6

1 4

1 3

2 6
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平成 9 年の四国地域の森林病虫獣奮発生状況

保護研究室 前藤 薫・田端雅進・佐藤室穂

1 ． は じめに

森林病虫獣書の発生動向を把握するとともに発生予察のための基礎資料とするために，保護研究室では平

成元年度から経常研究課題「病虫獣害発生情報の収集と解析」を実施 し，四国地域における樹木と林産物の

病虫獣害の発生情報を収集・整理 し，被害の発生環境や年次変動の分析を行っている。平成 9年も，愛媛，

徳島，高知，香川各県から寄せられた病虫獣書被害報告，高知営林局各営林署・森林事務所等から報告され

た「林木・前畑の異状速報」，個人・団体から当研究室に持ち込まれた森林被害の技術相談などをとりまとめ，

四国地域の森林病虫獣書の発生状況を整理した。被害情報の提供および調査に協力していただいた関係機関

各位に対 して心からお礼 を申 し上げる。

2 ．森林病虫獣奮発生状況

平成 9年に四国地域において発生が認められた森林病虫獣害は表－1 のとおりである。なお，個々の被害

発生例については，発生地，被害面積，林分環境などを整理して別途報告する（森林防疫，印刷中）。

恒常的な病虫獣書のほか，今年度は高知県内のサクラ類（ソメイヨシノなど）に幼果菌核病が多発し，褐

変して下垂した若枝が目立った。被害は高知県中央部のほほ全域 （大豊町，本山町，高知市，伊野町，吾北

村）に及び，実際の被害発生規模は報告された被害本数をはるかに上回るものであった。

また，宇和海に面する海岸のウバメガシ天然林にヤガ科のホリシヤキシタケンモンが大発生 した0 四国で

は昭和30年に宇和 島市の海岸林 に大発生 して以来，発生報告が なかったが，平成 8 年 に愛媛県八幡浜市のウ

バメガシ林に小規模ながら食葉被害が発生した（石原，1955 ；阿部，1997）。 9 年には被害面積が拡大 し，

佐田岬半島（愛媛県瀬戸町・三崎町）で合計112ha の食菓被害が発生したほか，高知県宿毛市からも被害報

告があった。なお， 9 年は対岸の大分県津久見市にも本種が大発生 している（牧野・小泉，1998）。

松くい虫被害は依然として四国各地で多発している。愛媛県西部では標高800m 及び1，000m にあるアカマ

ッの枯損木からもマツノザイセンチュウが検出されており，より高い標高帯への被害拡大が懸念される0

材質劣イヒ被害は外観では分かりにくいため，被害報告は少ない。しかし，ニホンキバチの被害は各県林試

の実態調査によって四国地域に広 く発生していることが明らかになりつつある。また，これまで四国ではほ

とん ど採集例のなかったスギ ノアカネ トラカ ミキリが，高知県室戸市 （山崎ほか，1994）につづ き， 9 年に

は高知県物部村でも採集された（乾，1998）。

引用文献

阿部恭久（1997）森林病虫獣害発生情報 ：四国地方．森林防疫 46 ：116－120・

石原 保（1955）四国西南海岸のウバメガシに大発生した 2種の蛾・ 森林防疫ニュース

乾孝二 （1998） スギノアカネ トラカミキリを高知県で採集・ げんせい 71 ：20・

前藤 薫（印刷q・）森林病虫獣害発生情報 ：四国地方・ 森林防疫 47・

2 － 2 ）中山間地域における森林生物の管理技術の高度化

4 ： 1 9 4 ” 1 9 5 ．
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牧野俊一‥ 小泉 透（1998）平成9 年の九州地域の森林虫獣書発生状況・ 九州の森 と林業 43 ：卜 5・

山崎三郎・井上大成・田端推進（1994）平成 5年の病虫獣害発生状況について・ 森林総研四国支年報 35 ：

3 2 － 3 3 ．

表一1．平成 9年に四国地域で発生した森林病虫獣書

数字の単位はha， カツコ内は被害本数

＋微害，＋＋中書，＋＋＋激書， ＊甫畑の病虫害，＊＊緑化樹の被害

病 虫 獣 書 名 （被 害 樹 種 ） 徳 島 県 香 川 県 愛 媛 県 高 知 県 営 林 局

▼▼・▼＿・・・・・・・・・・・1・・・・一 ■・一・－■・■－－＝・・－・一・一一－－・・－－　 ・－＝－ニこ・・－－－－1－－・－・・・－一－▼・・叫 ■■■■■■■■■■■■■■■■‾‾‾‾‾1■‾‾■■■■‾■‾‾　 」　 ■二

（4 5）

0 ．0 5

3 ．0 0

P ・05

＋

（200）

（200）
＜病 害 ＞

暗 色 枝 枯 病 （ス ギ ）

黒 古枝 枯 病 （ス ギ ） 7 5 ．0

■ヽヽ′lヽヽ
黒 粒 菓 枯 病 （ス ギ ） 7 5 ．0

な ら た け 病 ス ギ ， ヒ ノ キ ）
（8000 ）

（10）

ペ ス タ ロ チ ア 病 （ヒ ノ キ ）＊

立 枯 病 （ヒ ノ キ ）
0 ．01

2 ．10

＋

樹 脂 胴 枯 病 （ヒ ノ キ）

漏 脂 病　 ヒ ノ キ
0 ．10て ん ぐ巣 病 （サ ク ラ 類 ）

黒 色 こ う や く病 （ソ メ イ ヨ シ ノ ）

微 粒 菌 核 病 （ヒ ノ キ ）＊

幼 果 菌 核 病 （サ ク ラ類 ）
＋葉 ふ る い 病 （ヒ ノ キ ， タ ロ マ ツ）

＋

1 ．0

＋

藻 病　 カ キ
・・・－　 －■一ニ　 ー　 ーー〟 一一・・・・・・・－　 －－ ■■■■－・・・・－ ■■

3 ．0

177 ．0 2 ．30

（4）

＋

＋

0 ．04

1 ．0

1 ，554 ．0

＜ 虫 害 ＞

ス ギ ノ ハ ダ ニ （ス ギ ）

ト ドマ ツ ノ ハ ダニ （タ ロ マ ツ ）＊ ＊

トウ ア マ ツ カ サ ア ブ ラ ム シ （ゴ ヨ ウ マ ツ）＊ ＊

コ ミ カ ン ア ブ ラ ム シ （シ キ ミ）

ケ ヤ キ フ シ ア プ ラ ム シ （ケ ヤ キ ）＊ ＊

ハ ネ ナ ガ オ オ ア ブ ラ ム シ （モ ミ）
＋マ ツ ホ ソ オ オ ア ブ ラ ム シ （タ ロ マ ツ）＊ ＊

シ キ ミ グ ン バ イ （シ キ ミ）
＋

1 ．0

ッ ノ ロ ウ ム シ （ラ カ ンマ キ ， ク チ ナ シ）＊ ＊
3 7 ．3 7

0 ．3

（3）

ス ギ カ ＿ミ キ リ （ス ギ ， ヒ ノ キ ）

ク ワ カ ミ キ リ　 ケ ヤ キ
0 ．0 5 0 ．01

0 ．0 2

7 ．10

マ ス ダ ク ロ ホ シ タ マ ム シ　 ヒ ノ キ

ク ス ア ナ ア キ ゾ ウ ム シ （シ キ ミ） 0 ．1
甲 500 ）

24 1 ．0

908 0

＋

根 切 り虫 （コ ガ ネ ム シ類 ） （ス ギ ， ヒ ノ キ）＊
＋タ マ バ エ の 一 種 （シ キ ミ）

コ ウ モ リ ガ （ヒ ノ キ ）
0 ．3

十

1 ．0

＋

十

0 ．97

？ス ギ メ ム シ ガ ス ギ
4 ．17

134 ．20

ヒ ノ キ カ ワ モ グ リ ガ （ス ギ ， ヒ ノ キ ）

コ カ ク モ ン ハ マ キ （シ キ ミ）

マ ツ カ レハ （タ ロ マ ツ）＊ ＊

チ ャ ド ク ガ （ヤ ブ ツ バ キ ）＊ ＊

ホ リ シ ヤ キ シ タ ケ ン モ ン （ウバ メ ガ シ ）

カ ブ ラ ヤ ガ （ヒ ノ キ ， マ ツ ）＊
＋ ＋ ＋ ＋

2 17 ．0
ニ ホ ン キ バ チ （ス ギ ， ヒ ノ キ ）

、ヽ　 、ヽ松 くい 虫 （ア カマ ツ， タ ロ マ ツ）　 圭　 ユ
2 5 75 23 646 9 ，50 0 8 33 3 ，243

＜獣 害 ＞
I

94 ．8

I

6 ．60

1 ．00

6 ．3 0

15 ．24

1 ．0

13 ．40
ノ ウ サ ギ ス ギ　 ヒ ノ キ

I
野 ネ ズ ミ （ス ギ ， ヒ ノ キ ）

0 ．3 5 ．58 20 ．22

58 ．75

ム サ サ ビ ス ギ
0 ．8

4 10 ．6

12 ．83

1 14 ．8 6
イ ノ シ シ （ス ギ ， ヒ ノ キ ， タ ケ ）

ニ ホ ン ジ カ （ス ギ ， ヒ ノ キ ， ケ ヤ キ ）

一ホ ン ジ カ ・カモ シ カ　 ス ギ　 ヒ ノ キ
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四国支所構内で観測 した1997年の降水の性質

林地保全研究室 山剛 毅・吉永秀一郎・三浦 覚

1 ． は じめ に

森林稔合研究所四国支所では，酸性雨の現状とそれが森林生態系へ与える影響を予測するため，1991年度

から酸性雨の観測を行ってきた。本報では，1997年の観測結果の中から，降水の酸性度，硫酸イオン（SO。2‾）

漉度・硝酸イオン（NO 3‾）濃度，硫酸イオ ン・硝酸イオンの林地への負荷量 について報告す る。

2 ．方 法

観測地点は，森林絵合研究所四国支所の屋上である。降水は，ポリロー トで受けて，そのままポリタンク

に貯留 した。降水は 1 連続降水ごとに採取 し，pH をガラス電極法で分析 した。硫酸 イオン・硝酸イオンは，

イオンタロマ ト法によって分析 した。

3 ．結 果

四国支所構内における1997年の年間降水量は2，026mmであった。これは，昨年の1，695mm（山田ほか，1997）

と比べて多いものの，最近10年間（1987－96）の平均降水量2．484mm （森林総研四国支年報 N o．38による）

に比べ，少ない量であった。

p H の値は，概ね4．0～5．5の範囲にあ り，降水量が少ないとpIい乃値はばらつくものの，低い値を示す傾

向があった（図－1）。逆に降水量が多くなると，pH の値は5．0前後の高めの値を示す傾向がみられた。なお，

9 7年における降雨の pH の加東平均値は，4．68であった。各月の降水量とpH の平均値についてみると，pH

は降水量の多い月に高い値 を，降水量の少 ない月に低い値 を示す傾向があ り， 8 月に最高値5 ．01， 3 月に最

低値4．31を示した（図－2）。

P H
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降水圭（m m ）

図－1 ．pH と降水量の関係

特定研究「酸性雨等の森林生態系への影響モニタリング」
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硫酸イオン・硝酸イオン濃度は共に，降水量の多いときに低い値を，降水量の少ないときに高い値を示し

た（図－3 ）。月別でみると，硫酸イオン・硝酸イオン濃度はともに12月に最大でそれぞれ2．85，2 ．04m9 L ‾1，

8 月に最小で0．92，0．66m9 L ‾1であった。年間 を通 した平均濃度は，硫酸 イオンが1．41m9 L ●1，硝酸 イオ

ンが0．96皿g L●1であった。また，硫酸イオンの大部分が非海塩性硫酸イオンであった（図一3）。

硫酸イオン・ 非海塩性硫酸イオン・硝酸 イオン負荷量は，降水量 の多い月で高い値 を，降水量の少ない月

で低い値を示 した（図－4）。年間を通した負荷量の平均値は，硫酸イオンが2．85 9 m ‾2，非海塩性硫酸イオ

ンが2．25 9 m ‾2，硝酸イオンが1．94 9 m ‾2であった。 これらの値は，96年の結果 （山田ほか，1997） と比べ，

硫酸イオンでほぼ同程度，非海塩性硫酸イオンでやや低く，硝酸イオンで高い値であった。

これらの結果は，さらなるデータの積み重ねによって，一層明瞭になると推察される。今後も観測を継続

し，酸性雨が森林生態系へ与える影響 を明 らかにする必要があろう。
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引用文献

山田 毅・吉永秀一一郎・ 三浦 覚 （1997）四国支所構内における1996年の降水 中に含 まれる硫酸 イオン・硝

酸イオ ン濃度と負荷量．森林総研 四国支年報 38 ：57”58・

その他資料（1997）森林給研四国支年報 38 ：70．
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高知県大正町葛篭川源流域における渓流水質の季節変動

林地保全研究室 吉永秀一・郎・山田 毅・三浦 覚

1 ． は じめ に

森林から流出する渓流水中の溶存物質は，主 として降水ないしは大気からもたらされた物質と，岩石から

溶出した物質から構成されている。しかしながら，溶存成分の形成機構については，個々の流域で降水，土

壌，地質などの条件が異なるために未解明な点が多い。林地保全研究室では，1996年度より総合的開発研究

「 農林水産業及び農林水産物貿易と資源・環境に関する総合研究」に参画し，四国内の森林流域を対象とし

て水質モニタリングを開始 した。本稿では，四万十川支流葛篭川の源流域における渓流水質の季節変動につ

いて報告す る。なお，電気伝導度，N O 3‾濃度の変動については，吉永ほか（1997） において一部報告 した。

2 ．調査地と方法

調査地は糾万十川支流葛篭川の源流域である。流域の地質は四万十帯北帯の砂岩・ 泥岩で，土壌はほぼ全

域に褐色森林土群が分布す る。源流部 の約50ha はヒノキ・ ツガの天然生林 となっているが，それ以外 の大

半はスギ・ ヒノキの造林地である。調査地域に最 も近い大正町田野々における年降水量は，1996年 は1，723mm，

1 997年は2，286mmであり，夏季に多い（図一1）。

試料は，1996年 6 月から1998年 1 月まで概ね月 2 回の頻度で，天然生林流域 1地点，人工林流域 1地点，

下流域 1地点において採取 した。試料の C a2＋，M g2＋濃度は IC P 発光分光分析法，N a＋，K ＋，C l‾，SO 42‾

濃度はイオ ンタロマ ト法によ り測定 した。

6 0 0

5 0 0

3 400
■300
半

生200

†0 0

0

」F M A MJJA S O N DJF M A MJJA S O N D

1 9 9 6 1 9 9 丁

図－1 ．大正町田野々における月降水量の変動 （1996年・1997年）

3 ．結果 と考察

各調査地点 における C a2＋，M g2＋，SO 42一，N a十， K ＋，C l一浪度の変動 を図－2 に示 したo K＋・Cl‾濃度は

変動が少なく安定 している。ただし，Cl一浪度は豪雨の直後に低下する傾向が認められた0 一方，C a2＋，

M g2←，SO 42一濃度は全体 として冬季に高 く，夏季に低い値を示す傾向が認められた0 なお，N a＋濃度は，後

者と同様な季節変動を示すが，その変動幅は小さい。

総合的開発研究「農林水産業及び農林水産物貿易と資源・環境に関する総合研究」

l　 t　　　 l l　 t　 l l l 1 1 I I I　　 l l　　 l l l
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図－2 ．Ca2＋，M g2＋，SO 42‾，N a＋，K ＋，C l‾濃度の変動 （1996年・1997年）

降水中における N a＋とC l‾は海水を起源とし，当量比が 1 に近い値を示すことが一般的である。これに対

して，本調査地域の渓流水 中におけ るN a＋と Cl－の当量比は1・8 ～2・5程度の値 を示 し・ N a＋濃度が相対的に

高い。このことは，降水が渓流水 となって流出する過程で，降水によって もた らされる N a＋の総量 と同程

度の量の N a＋が，化学的風化によって付加されていることを示している。また，Cl‾濃度はほとんど変動し

ないのに対 して，N a＋濃度には季節変動が認め られることも，両者の起源が同一ではないこ とを示唆 してい

る。

本調査地域における降水中の C a2＋濃度 は1mg L‾1以下であることが多い。一方，渓流水のCa2＋濃度は

5 m9 L －1以上と高い。調査地域における蒸発散量は不明だが・ 降水中の溶存成分が蒸発散によって濃縮す

るとしても， 5 倍以上の高濃度の値を示すとは考えがたい。Na＋の場合と同様に，化学的風化によって鉱物

より溶出 した C a2←が渓流水 中には大量 に付加 されていると考えるのが合理的である。 また・ M g2＋の起源 に

っいても同様の推定が可能である。なお，化学的風化速度は温度に依存するので，これらのイオンの濃度は

夏季に高くなることが期待されるが，本調査地域においては SO 42‾濃度とともに夏季に低下する傾向を示す0

夏季には多量の降水の影響を受けて渓流水の流量が増加する。渓流水中の溶存成分濃度も，相対的に濃度の

低い降水によって希釈されて低下すると考えられる。一方，冬季には流量 も少なく，流出も基底流出成分が

主体となる。この基底流出成分は水と鉱物との反応が進行していると推定 され，その結果として・また降水の

希釈効果が少ないために溶存成分濃度が高くなるのであろう。なお，K ＋濃度には顕著な季節変動が認めら

れない。K は風化にともなう挙動が不明瞭であり，その濃度の形成機構については今後検討する必要がある0

引用文献

吉永秀一潮・森貞和仁・山田 毅・三浦 覚・平井敬三（1997）高知県大正町葛篭川源流域における渓流水

中の硝酸イオン濃度の変動．森林給研四国支年報 38 ：59－60・
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平成 6 年の渇水と水源林を巡る動向

経営研究室 U l田茂樹・古井戸宏通＊

1 ． は じめに

近年，水源林の適正な管理のための方策が求められているが，森林の もつ水源滴養等のいわゆる公益 的機

能は評価が難 しく，現状では水源林管理にかかる費用が適正に負担されているとはいえない。一方，水源地

域である上流部では，林業・林産業の不振や過疎化の進行，市町村財政の悪化などにより森林の管理が1一分

行えない場合が出ている。 したがって，水源滴養機能等の評価方法の確立 と共 に，現段階で もっとも望 まし

い水源林推持・管理費用の負担形態 を明 らかにす ることが重要である。

本研究では，森林管理贅用の適正な負担形態に関する基礎資料の整備を目的に，平成 6 年（1994）の渇水

（ 以下平 6渇水）を契機とする上流地域水源林の維持・管理への下流域部住民参加について調査を行った。

2 ．平 6 渇水の経過 と水源林を巡る動 き

平6 渇水では，四国地方の各河川の渇水 は深刻で，「四国の水瓶」 といわれる吉野川水系の早明浦 ダムで

は7 月下旬に，松山市の束要な水源である右手川水系の右手川ダムでは 8 月下旬に利水容量が 0 になり，多

くの市町村で産業，市民生活 に大 きな支障を来た した。県の総人口約103万人中80％以上 の83万人が早明浦

ダムからの香川用水に依存する香川県では，早明浦ダムからの取水制限が延べ128 日間にも及び， 5市23町

の76万人が時間給水，夜間断水などの影響を受けた。また，右手川水系では，ダム湖の底水の利用， さらに

は水利権のない融河 ダムか らの補給 という事態 まで追い込まれ，下流の松山市での時間給水は 7 月26 日から

1 1月26日までの 4 か月にも及 び，最 も厳 しい時期 にはわずか 5 時間の給水 しか行われない とい う状況であっ

た。

表－1 は平 6 渇水以降，四国地方でみられた水源林 を巡る動 きをまとめたものである。これをみると，まず，

平6 渇水以降の水源林に関する意識の高まりがうかがえる。とくに，松山市や高松市，今治市などの人口が

密集し産業活動が活発で水使用量の多い都市部では，渇水の影響がきわめて大きかっただけに活発な活動が

みられ，その形態も多様である。

内容別にみると，最も多いのが下流域の住民がボランティアなどで上流の水源地域に植樹などを行う森林

整備活動，次いで水源林整備費用の寄付，そ して啓蒙・ 普及活動，交流活動，市町村等 による水源林の購入

や水源林の維持・ 管理のための基金設立 などの順 になっている。

これらの活動の現段階での特徴としては，実施主体には市民団体，個人が多いこと，反面いわゆる公的資

金の導入はそれほど多くはみられていないことなどがあげられる。これは，いわゆる草の根 レベルの運動と

して一般市民の水源林に対する関心の高ま りをよく表 しているが，公的資金等の導入に対するコンセ ンサス

の形成途上にある段階にある ともみ られるであろう。今後，この結果を踏 まえ，現時点での水源林の推持 ・

管理費用の適正な負担形態について検討を進めていく必要がある。

指定研究「水資源勘定に関する研究」 ＊：本所林業経営部
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表－1 ．平 6 渇水以降の水源林 を巡る動 き（平成10年上半期 まで）

事

水源洒養林購入

水源滴養林購入

水源潜養拳傘 設立
水源滴養林への植樹

項

水源林購入 高高知市

水源林購入 愛 松山市

基金設立 愛 今治市

上流地域

高仁淀村

愛

愛

広葉樹2，000本植樹

下草刈 りなどの実施

「 四国林政連絡協議会」等約110 人

森林整備 愛 松山市

森林整備 香

森林整備 香

（ 徳島県から 森林整備

の一般参加15人を含む）が森林整備

松山市 山を観る会「右手フォーラム」

大川村で130人が植樹

香川の水源巡りの旅で早明浦ダムに植樹

労組員ら市民カンパ資金で水源滴養林へ植樹

子供ら400人，「恵みの森」づくり

「 森林 を育て る子供 の集い」，今治の小中生 らが

植樹

「 交流の森」植樹準備（地掃え）

大川村ふるさとむら公社「友達の森」開設

労組員ら市民申
水源滴養林購入費用の寄付

高松市 7 ロー タリークラブと香川高知県人会が緑

化費用80万円を寄付

「 吉野川源水 をは ぐくむ会」（徳島市）の千円募

金の寄付

奈良で香川県出身の指揮者チャリティー演奏会

徳島県「吉野川源水をはぐくむ会」が源流域の森

林保全 のため300人分の会費贈る

「 交流の森」に100万円寄付

松山市の婦人会が「愛媛の森林基金」へ150万円

を寄付

山林2 ．672haの寄付

高松市 8 ロータリー クラブが 「交流の森」 に100

万Pj寄付

高知LC が水源地の森林整備に400万円寄贈

松山南口一夕リークラブが35万円寄付

松山市消贅者団体連絡協議会100万円寄付

市民団体13万円寄付

松山道後ライオンズクラブ50万円寄付

松山つばきライオンズクラブ 7 万円寄付

日本航空松山j支店10万8千円寄付

水源の森林フォーラム in 愛媛

徳島池田や嶺北などの町村検討会を発足

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

森林整備

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

寄付

啓蒙

9「愛媛の森林基金」が水源の森林体験教室
1 0 「みんなで語ろう r水と交流』 流域 フォーラム」

9 6 1 吉野川水源流域の未来 を考 える会

9「愛媛の森林基金」が森林教室

9 6 3 大川村の30人高松市訪問

8 嶺北物産展

甑啓蒙・普及
啓蒙・ 普及

啓蒙・ 普及

四国 4 県

愛松 山市

香

香

愛松 山市

高香

愛今治市

香

高高知市等

愛松山市

愛松 山市

香高松市

徳徳島市

香

徳

香高松市

愛松山市

愛

香

高

愛

愛

愛

愛

愛

愛

愛

徳

愛

徳

啓蒙・ 普及 一

啓蒙・ 普及 愛

市

市

市

市

山

松

知

山

松

高

高

松
松山市

松山市

松山市

松山市

松山市

松山市

宇和島市等

交流 香 高松市

交流 香高松市

愛

高

高

高

愛

高

高

愛

高

愛

松山市

大川村

大川村

松山市

本川村

玉川村等

高大川村

高大川村
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「 今治市・玉川町及び朝倉村共有山組合」における水源林の管理形態

経営研究室 山田茂樹・古井戸宏通＊

1 ． は じめ に

水資源の開発・保全にかかわる森林管理の制度，技術両面からの研究の重要性が高まっている。制度的側

融からは贅用分担の問題があるが，水資源対策における応益費用分担の方法として， 1）分収造林など，2 ）

山林を取得するもの，3）基金の設立によるもの，の 3 つの方法が検討されている（森林水資源対策委貞会，

1 993）。四国地方でも1）の分収方式に関わって，旧入会地であった山林を関係町村が設立した管理組合の

所有とし独立して管理させると共に，従来の利害関係者と分収契約を結ぶ形態（「今治市・玉川町及び朝倉

村共有山組合」 ；蒼社川，頓田川水系）， 2 ）については，市町村による水源林の取得，管理（「高知市水源

林」 ；鏡川，仁淀川水系，「松山市水源滴養林」 ；右手川水系など）， 3 ）については県や市町村による基金

の設立（「愛媛の森林基金」 ；愛媛県，「今治市水源洒養基金」 ；今治市など）がみられる。

本稿では， これらの中で最 も古 い歴史をもち，長期 にわた り水源林 の造成，維持・管理 を行 ってきた「今

治市・玉川町及び朝倉村共有山組合」（以下組合）の運営 と森林管理形態について報告する。

2 ．「今治市・玉川村及び朝倉村共有山組合」の概要と沿革

愛媛県蒼社川，頓田川上流の山間部地域の地質は租粒花崗閃緑岩か らなり，深層風化が進んでいるため崩

壊地が多 く分布する。そのため蒼社川，頓田川下流域 は堆砂 により河床が上昇 し洪水の多い地域であった。

本組合は，この蒼社川，頓田川水系上流部の今治市，越智郡朝倉村および同郡玉川町にある旧入会地由来

の森林管理を行う地方自治法に基づ く一部事務組合である。明治23（1890）年に旧入会地の所有権を確立し

た流域旧14か町村が翌24年に設立 した「日高村外十三ケ町村組合」を母体とし，これの発展的解消を受けて

山林経営の専門機関として大正15 （1926）年に設立された。運営方針は，旧63か町村，現 3 か市町村の議会

から選出された14名の議貞からなる共有山組合議会で決定されている。

組合所有林は2，470ha，そのうち今治市に約10ha 存在するが，残りの大部分のうち面積比で朝倉村に30％，

玉川村 に70％が存す る。旧組合時代 に約280ha の造林をするなど，比較的早 くか ら造林 に取 り組んで きたた

め60年生以上の林分も存在するが，戦時期の伐採等のため現在では面積比で約2．4％とわずかにすぎず，大

半は戦後に造林 した40年生以下の林分である。独力 による森林造成の限界か ら明治36 （1903）年に部分林規

定を制定 したが，所有山林が元々すべて旧町村の入会地であったため，85 ％が契約相手の取得 とな り組合取

り分は15 ％となっている。契約対象は部落，団体（農協，消防団，森組など）で，現在，分収契約を締結 し

ているものは102団体，面積は1，088ha に達 している。

3 ．組合の運営 と森林管理

組合運営は旧組合時代か ら独立採算 を目指 していたが，新組合の「組合規約」では組合財産 より生ずる収

益その他の収入で運営することを基本 とし，不足する場合は関係市町村が負担す ることが定め られている。

昭和61（1986）年度より「水源地域緊急整備事業」，平成 3

指定研究「水資源勘定に関する研究」

（ 1991）年度より「水源地域森林総合整備事業」

＊：本所林業経営部
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（ 以下「水絵事業」）を導入 した。この「水絵事業」導入は森林管理と組合運営上大きなプラスになっており，

「 水絵事業」導入以前は順調とはいえなかった施業も進み，また，各町村から負担金（約 1億円）による補

填を受けていたという財政難も現在では解消している。

現在の森林管理の方針は，崩壊を防ぐため裸地にしないということを大原則としている。そのため非皆伐，

択伐施業を行い複層林化を目指しており，これまでの木材価格の趨勢からヒノキ高級大径材の生産が目標で

ある。複層林の基本的な施業体系は，上木（ヒノキ）3，000本／ha 植栽，15年生で1，400本／ha まで密度管

理を行い，30年で初回の収入間伐 （40％），40年で予備伐 （30％）を行う。このときは無節の柱材生産が目

標である。下木植栽年の50年で更新伐（40％），さらに60年で40％，70年で30％の受光伐を行い（100本／ha），

以降10年毎に若干の受光伐を行った後，100年で整理伐を行う。下木（ヒノキ）はコスト削減のため2，000本

／ha の植栽で，以降，上木と同様の施業を行う。なお，施業実施の際の作業員は，これまで玉川村森組に

委託 していたが，平成 8 （1996）年度から組合が直接，労務班を雇用している。

4 ．間起点の摘出

まず，組合運営である。本組合は基本的に独立採算制を採っているが，現今の木材価格の動向を考えると

木材売却収入を基本とする財政運営では十分な森林管理の実施が不可能な点である。これは現在でも「氷結

事業」導入が組合の事業連常に大きな意味をもっていることから明らかである。このことは，十分な森林管

理を行うためには，現状ではなんらかの形で公的資金の導入が必要であるということを示唆 している。

次に施業体系とその実行体制の問題である。本組合の基本的な森林管理の目的は，水源滴養，土砂崩壊防

止である。そのために全山の複層林化を目標としているが，無条件で複層林イコール水源滴養，土砂崩壊防

止機能が高い森林とはいえないであろう。これらの機能を十分に発揮させるためには，適切な施業を行い下

層植生を良好な状態に保つ必要があるが，本組合でも搬出費用の増嵩や労働力確保の問題から10年間隔の間

伐を20年間隔にせ ざるを得 ないのではないか とい う危倶が早 くも生 じている。 さらに，木材生産の観点か ら

は搬出の際の下木損傷という間老もある。ヒノキを中心にした複層林化という本組合の森林管理方針は，育

成目標に対して適切な施業であるか，さらに現実に十分な施業を実行できる体制が確立されているのかとい

う観点からみた場合，解決すべ き課題は少 なくないと考える。

本組合の場合，設立の背景や運営の歴史等から市町村による補填がコンセンサスとして形成されている0

しかし，育成目標に適した施業体系とその実行体制に対する唆昧さは，今後，森林管理へ公的資金を導入し

ょうとする場合 に大 きな問題 となろう。なぜな ら，出資者 は明確 に合 目的的な施業を求めるであろうし，そ

の効果的実行をも出資の必須条件とするであろうからである。このことは，本組合も含めて，今後，森林管

理とその費用負担を考える上で きわめて重要 なことである と考える。

引用文献

森林水資源対策委貞会（1993）水資源対策における応益費用分担の 3方式について．平成 4 年度森林水資源

対策報告書 ：1
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研年報 ：192－193．

M a e to ，K ．a n d F u k u y a m a ，K ．（1 9 9 7．1 2） M a tu r e tr e e effe c t o f A cgr 珊〃伽 O n S e e d lin g m o rta lity d u e t o in －

s e c t h e r b i v o r y ． E c o l o g i c a l R e s e a r c h ． 1 2 ： 3 3 7 ～ 3 4 3 ．

佐藤重穂（1998．2）ヒノキカワモグリガによる材質劣化．現代林業 380 ：49．
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経営研究室

小谷英司・松村直人（1997 ．4）1994年夏季少雨が年輪に及ぼした影響一徳島県脇町での事例一－．日

林講要 108 ：67．
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森林計画誌 29 ：49～56．
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：3 3 ～ 3 4 ．
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研四国支年報 38 ：27～29．

小谷英司・松村直人 （1997 ．9）奥足川山ヒノキ林人工林収穫試験地の調査結果．森林稔研四国支年

報38 ：35～36．
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小谷英司（1998．1）別図における森林組合への G IS 導入事例報告－一導入過程と利用方法を中心 とし

て－．衛星リモー トセンシング推進委貞会 第 1 回林業ワークショップ要旨 1 ：12．

都築伸行・山田茂樹・松村直人・志賀和人（1998．3）徳島県における森林所有界確定への取り組み

－相生町，山城町の事例－．森林応用研究 7 ：13～16．
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－3 0 ．
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T ro p ic a l F o r es t．M a la y s ia n A p p lie d B io lo幻′．26（1）：75 ～ 8 0 ．

高橋文敏（1997．3）森林簿に求められる機能と問題点．森林薄情報高度化調査報告書 （林野庁） ：

3 － 1 9 ．
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あたっての留意点．広葉樹林施業推進に関する調査報告書 （林野庁） ：50～63．
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行

四国地区林業技術開発会議
林業研究開発推進四匡Iブロ ック会議

研究問題 ⅩⅢ

研究間匙 ⅩⅢ

氏名

松村 直人

都築 伸行

松村 直人

松村 直人

松村 直：人

都築 伸行

松村 直人

松村 睡：人

音永秀一郎

松村 直人

松村 直人

書永秀一郎

氏名

西政敏

受託 研 究 調 査

研究検討会
研究推進会議

用務 先

徳島県農山村振興

課他

徳島県農山村振興
課他

日本林業技術協会

日本林業技術協会

森林稔合研究所

森林稔合研究所

東京大学千葉演習
林

岡山県林政課他

徳島県教育会館

日本林業技術協会

日本林業技術協会

林業土木コンサル
タンツ技術研究所

所属

L
島根県林業技
術センター

農林水産省依頼研究員

事 開 催 年 月 日 開 催 場 所

（林 野 庁 主 催 ）

9 ． 5 ．2 0 K K R 高 知 鷹 匠 苑

9 ． 10 ．2 3 高 知 グ リー ン会 館

10 ． 1 ．1 9 四 国 支 所

10 ． 2 ． 17 四 国 支 所

用　　　　 務 期　　　 間 委 託 先

全 国 森 林 組 合 連「森 林 施 業 管 理 体 制 支 援 事 9 ．6 ．24 ～2 7

9 ．6 ．2 4 － 27

9 ．7 ．3 1

業 」 に 関 す る 調 査 （森 林 調 査

マ ニ ュ ア ル 作 成 ）

「森 林 施 業 管 理 体 制 支 援 事

合 会

全 国 森 林 組 合 連

業 」 に 関 す る 調 査 （森 林 調 査

マ ニ ュ ア ル 作 成 ）

森 林 資 源 モ ニ タ リ ン グ 予 備 調

合 会

日本 林 業 技 術 協

査 A

9 ．9 ．17 ～ 18
「Z言

森 林 資 源 モ ニ タ リ ン グ 予 備 調 日本 林 業 技 術 協

査 A

9 ．10 ．3 ～ 4

9 ．10 ．3 ～ 4

9 ．11 ．10 ～ 12

コ言
「森 林 施 業 管 理 体 制 支 援 事 全 国 森 林 組 合 連

業 」 に 関 す る廟 査 （森 林 調 査

マ ニ ュ ア ル 作 成 ）

「森 林 施 業 管 理 体 制 支 援 事

合 会

全 国 森 林 組 合 連

業 」 に 関 す る 調 査 （森 林 調 査

マ ニ ュ ア ル 作 成 ）

森 林 資 源 モ ニ タ リ ン グ 予 備 調

合 会

日本 林 業 技 術 協

査 A

10 ．1 ．12 ～ 14
コ言

森 林 情 報 の 入 力 ・処 理 シ ス テ 日本 林 業 技 術 協

ム の 高 度 化 に 関 す る調 査 指 導 ∠ゝ

10 ．1 ．18 ～ 19

10 ．1 ．30 ” 31

フ言
平 成 9 年 度 徳 島 県 森 の 案 内 人 徳 島 県 林 業 振 興

養 成 講 座 講 師 課

森 林 資 源 モ ニ タ リ ン グ 予 備 調 日本 林 業 技 術 協

査 指 導 ∠ゝ

10 ．2 ．24 ～ 25
コ言

森 林 情 報 の 入 力 ・処 理 シ ス テ 日 本 林 業 技 術 協

ム の 高 度 化 に 関 す る調 査 A

10 ．3 ．19 ～ 2 1
コ三

基 岩 の 風 化 と林 地 保 全 講 師 林 業 土 木 コ ンサ

ル タ ン ツ技 術 研

究 所

試 験 研 究 課 題 期　　 間 受入研究室

林分の構造解析 と経営計画技術の修得 9 ．7 ．1 ～ 9 ．9 ．30 経営研究室



5 2

氏名

島村 雄三

稲田 哲治

氏名

田淵 隆一・

別淵 隆一・

酒井

前藤 薫

田淵 隆一

田端 推進

吉永秀一一郎

田端 雅進

山崎 三郎

松村 直人

吉永秀一郎

海外研修員

所属

徳島県林業絵合
技術センター

愛媛県林業試験
場

用務 先

平成9 年度森林総合研究所四国支所年報

受託 研

研修 事 項

広葉樹の特性及び造林技術

森林病害及 び森林昆虫

修

依頼 出 張 等

用

国際協力事業団本
部

国際協力事業団本
部

新潟県湯沢町

大正町他

魚梁瀬営林署管内

高知大学農学部

富山大学理学部

高知大学農学部

高知県南西部河川

流域害虫管理 シス
テム

ホテル霞友会館

長野県人 ケ岳連峰

イン ドネ シ

林資源保全

計画打ち合
わせ

イン ドネ シ

林資源保全
計画打 ち合
月ヒム
E 】コ三

ブナ林の維

ネッ トワー

地検討会及

中国森林昆
る研修旅行

千本山林木

保護，管理

樹病学講義

「 地質学特

樹病学講義

中国森林昆
る研修同行

モデル森林

際ワークシ

地質調査訓

国際 関 係

期間

9．1 0 ． 2 8 ～ 2 9

9．1 1 ． 6 ～ 7

9 ．1 1 ．1 7

1 0 ． 3 ． 9 ～ 1 0

受入研究室

保護研究室

連絡調整室

造林研究室

保護研究室

期　　 間 受 入 研 究 室

9 ．8 ．1 ～ 9 ．10 ．3 1 造 林 研 究 室

9 ．9 ．8 ～ 9 ．9 ．17 ， 保 護 研 究 室

9 ．10 ．6 ～ 9 ．10 ．1 5 ，

9 ．10 ．2 0 － 9 ．10 ．29

務 期　　　 間 依　 頼　 者

ア 国 マ ン グ ロ ー ブ

開 発 現 地 実 証 調 査

わ せ に 係 る 打 ち 合

ア 国 マ ン グ ロ ー ブ

開 発 現 地 実 証 調 査

わ せ 調 査 団 帰 国 報

持 ・保 全 に 関 す る

9 ．6 ．11 － 9 ．6 ．12

9 ．7 ．25 ～ 9 ．7 ．2 6

9 ．9 ．15 － 9 ．9 ．2 0

9 ．10 ．28 ～ 9 ．10 ．29

国 際 協 力 事 業 団

国 際 協 力 事 業 団

京 都 大 学 生 態 学

ク研 究 に 関 す る 現

び 打 ち 合 わ せ

虫 技 術 研 修 員 に係

同 行

遺 伝 資 源 保 存 林 の

， 保 全

論 Ⅱ」 の 講 義

虫 技 術 研 修 員 に係

の 推 進 に 関 す る 国

ヨ ッ ブ参 加

練

研 究 セ ン タ ー

国 際 協 力 事 業 団

10 ．1 ．13 ～ 10 ．1 ．14 高 知 営 林 局

10 ．2 ．14 ～ 10 ．2 ．15 高 知 大 学

10 ．2 ．20 ～ 10 ．2 ．23 富 山 大 学

10 ．2 ．2 1～ 10 ．2 ．22 高 知 大 学

10 ．3 ．9 － 10 ．3 ．10

10 ．3 ．9 ～ 1 0 ．3 ．13

国 際 協 力 事 業 団

林 野 庁

10 ．3 ．28 ～ 10 ．3 ．3 1 国 立 極 地 研 究 所

氏　 名

B ao，S h an

国　 名 研　 修 項　 目

中国 森林保護

G yim ah－B uad i

N ap oleon

L i，H u i－ju

ガーナ 防腐杭試験方法

中国 林木育種

W a ng，W ei－D on g 中国 流域害虫管理 システム
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海外派遣

氏名

即淵 隆一・

吉永秀一一郎

前藤 薫

別淵 隆一1

氏名

田端 雅進

酒井 敦

山即 茂樹

小谷 英司

酒井 敦

倉本 恵生

「 記念式典」

1 ．開会挨拶

2 ．祝辞

研修

実施 機 関

森林総合研究所

N O V A 高知校

N O V A 高知校

N O V A 高知校

農林水産技術会議事務局
筑波事務所

農林水産技術会議事務局
筑波事務所

研修

所内短期技術研修

英語研修

英語研修

英語研修

平成 9年度数理統計短期集合研修

農学情報樵能部門研修

期間

9． 9 ． 8 ～ 9 ． 9 ．1 2

9． 1 0 ． 1 ～ 1 0 ． 3 ．2 7

9． 1 0 ． 1 ～ 1 0 ． 3 ．2 7

9 ．1 0 ． 1 － 1 0 ．3 ．2 7

9 ． 1 1 ． 1 0 ～ 9 ． 1 1 ．2 1

9． 1 2 ． 8 ～ 9 ． 1 2 ．1 2

四国支所創立50周年記念行事

日時 ：平成 9 年10月23 日

場所 ：高知市本町 5 － 6 －11 高知グリーン会館

森林絵合研究所長

高知営林局長

高知県森林局次長

「 記念講演」

1 ．「21世紀の世界と日本の森林・林業」

大日本山林会名誉会長

大貫 仁人

後藤 武夫

小禄 直幸

松井 光揺

2 ．「日本林業の回顧 と展望一一林業経営研究50年の体験を通して－」

東京農業大学客員教授 紙野 伸二

（ 敬称略）

用　 務　 先 用　　　　 務 期　　　 間 備　　　 考

イ ン ドネ シ ア

大 韓 民 国

マ レ イ シ ア

マ ン グ ロ ー ブ 林 資 源 保 全 開

発 現 地 実 証 調 査 計 画 打 ち 合

わ せ

森 林 生 態 系 に お け る 環 境 酸

性 化 物 質 の 物 質 収 支 と そ の

影 響 に 関 す る 研 究

熱 帯 降 雨 林 に お け る チ ョ ウ

類 相 の 比 較 調 査

農 場 内 造 林 の た め の 樹 種 選

とて

9 ．6 ．2 3 ～ 9 ．7 ．5

9 ．9 ．1 － 9 ．9 ．6

9 ．11 ．30 ～ 9 ．12 ．18

国 際 協 力 事 業 団

環 境 研 究 総 合 推 進 費

自 然 環 境 研 究 セ ン タ ー

タ イ 10 ．3 ．1 1～ 10 ．3 ．28 短 期 在 外 研 究 員

ヌヒ
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1 2

年

最近10年間

（，8 8 ～ ，9 7 ）

「 う

平均

5 ．3

6 ．8

1 1 ．6

1 5 ．6

1 9 ．6

2 2 ．9

2 6 ．0

2 6 ．8

2 3 ．6

1 7 ．7

1 4 ．4

9 ．2

1 6 ．6

1 6 ．7
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気象 観 測 値
（ 1997年 1 －12月）

観測地点

戯
当年報，気象観測値の最後の行「最近10年間」の極値の値

を，過去 4 年間に遡って，下表のとおり訂正していただきま
すようお願いいたします。

平成 5 年度年報

平成 6 年皮年報

平成 7 年皮年報

平成 8 年度年報

［互
4 8

5 8

4 6

7 0

哀哀

極

（ 起 日）

（－9 1 ．8 ．2 7 ）

3 9 ．0

（，9 1 ．8 ．2 7 ）

3 9 ．0

（，9 1 ．8 ．2 7 ）

3 9 ．0

値

最低 （起 日）

ぐ8 4 ．2 ．8）

－9 ．8

（ ，85．1．15 外）

－6 ．0

（ ，88．2．4 外）

－6 ．0

（，9 1 ．8 ．2 7 ）

3 9 ．0

（ ，88．2 ．4 外）

－6 ．0

森林総合研究所四国支所
北緯 33032′09”
東経 133028′54”

海抜高 50 m

気　　　　　 温　　　 （℃ ） 湿 度

（％ ）

降 水 量

（m m）平 均

最 高

1 1 ．5

平 均

最 低

極　　　　　 値

最 高 （起 日 ）

1 8 ．1 （ 1 ）

最 低 （起 日 ）

0 ．3 － 2 ．6 （2 6 ） 6 5 ．3 3 8 ．5

1 2 ．6 2 ．0 1 9 ．5 （2 7 ） － 2 ．7 （1 3 ） 6 6 ．9 4 2 ．5

1 7 ．2 6 ．6 2 3 ．1 （ 7 ） 1 ．3 （4 ） 6 9 ．6 1 7 0 ．0

2 1 ．0 1 0 ．3 2 6 ．1 （2 9 ） 5 ．5 （ 1） 7 3 ．4 1 3 3 ．5

24 ．7 1 5 ．0 2 9 ．5 （ 6 ） 9 ．7 （2 2 ） 7 9 ．9 1 4 0 ．5

2 7 ．2 1 9 ．3 3 2 ．3 （2 0 ） 1 5 ．5 （1 2 ） 8 5 ．4 3 0 4 ．0

2 9 ．9 2 2 ．7 3 3 ．2 （1 5 ） 1 7 ．7 （ 1） ＿ 8 9 ．1 2 7 4 ．5

3 1 ．4 2 3 ．6 3 4 ．0 （2 3 ） 2 0 ．8 （2 8 ） 8 9 ．3 2 6 0 ．5

2 8 ．4 2 0 ．1 3 3 ．4 （ 3 ） 1 3 ．8 （3 0 ） 8 5 ．3 5 1 8 ．5

2 4 ．1 1 2 ．8 2 8 ．7 （2 2 ） 5 ．3 （3 1 ） 7 6 ．0 4 0 ．5

2 0 ．3 9 ．8 2 4 ．3 （13 ） 2 ．8 （1 9 ） 7 8 ．8 2 7 1 ．5

1 4 ．7

2 1 ．9

4 ．8 2 0 ．5 （ 8 ） － 2 ．1 （1 1 ） 7 4 ．5 4 6 ．0

1 2 ．3 3 4 ．0 － 2 ．7 7 7 ．8 2 2 4 0 ．5

2 4 5 4 ．92 1 ．7 1 2 ．2

（，9 1 ．8 ．2 7 ）

3 9 ．0

（，8 8 ．2 ．4 外 ）

－ 6 ．0 7 6 ．0
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5 6 平成 9 年度森林総合研究所四国支所年報

固定 試 験

整 理
番 号

営林 署試　　　 験　　　 地　　　 名 研　　　 究　　　 項　　　 目 林 小 姓

1 千本 山 大然更 新 試験 地 人 工林 の構 造 解析 魚 梁瀬 65 ．は

2 小屋 敷 山天然 更新 試敦 地 人 工林 の構 造 解析 魚 梁瀬 54 ．は

3 宇和 島滑床 山 ヒ ノキ人工 林 収穫 試験 地 人 工林 の構 造解 析 72 ．る

宇和 島4 滑床 山 スギ 人コニ林 収穫 試験 地 人 工林 の構 造解 析 61 ．る

5 魚 梁瀬一 ノ谷 山ス ギ人工 林 収穫 試験 地 人 工林 の構 造 解析 100 ．ろ

6 西又 東又 山 スギ 人工林 収穫 試験 地 人 工林 の構 造 解析 魚 梁瀬 128．ほ1・ほ2

7 窪　 川 215 ．に下 ル川 山 ヒノ キ人工 林収穫 試験 地

浅木 原 スギ 人コニ林 収 穫試験 地

人 工林 の構 造 解析

8 人 工林 の構 造 解析 高　 松 55 ．ほ

9 浅木 原 ヒノキ人 工林 収穫 試験 地 人工林 の構 造 解析 高　 松 55 ．ほ

19 本　 山黒森 山 連続 施肥 試験 地 複 層林 施 業 に よる地表 保 護効 果の 解明 96 ．は

35 本　 山中 ノ川 山ス ギ人 工林 収穫 試験 地 人工林 の 構造 解析

ス ギ， 耳 ノキニ段 林 下木 の形 質 の解 明

95．は・98．は

久万町不二峰39

40

二段 林 造成 試験 地

奥足 川 山 ヒノ キ人工 林収 穫試 験 地

民 有林

人工 林 の構造 解析
竺 j ＿J

26 ．い

43 松　 山西 ノ川 山 ヒ ノキ人工 林収 穫試 験 地 人工 林 の構造 解析 220 ．ほ

松　 山47 松 山 スギ非 皆伐 人工 更新 試験 地 ス ギ， ヒ ノキニ段 林 下木 の形 質 の解 明 65 ．ぬ

49 下 ル川 山ス ギ人 工林 収穫 試験 地 人工 林 の構 造解 析 窪　 川 215 ，は

50 十 八川 山 スギ人 工林 収穫 試験 地 人工 林 の構 造解 析 宿　 毛 272 ．に

54 市 ノ又 森林 動態 観 測試験 地 林分 構 造 と動態 解析 大　 正 8 6．は
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平成10年 5 月現在
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地

樹 種

スギ， ヒノキ ，モ ミ， ツ ガ

スギ，ヒノキ，モミ，ツれ 広葉樹

ヒノキ

スギ

スギ

スギ

ヒノキ

スギ

ヒノキ

覧表

スギ， ヒノ キ

スギ

スギ， ヒノ キ

ヒノキ

ヒノキ

スギ

スギ

スギ

ヒノキ，ツガ，モミ，広葉樹

面 積
（h a）

設 定

年 度

終 了 予

定 年 度
今　 後　 の　 調　 査　 計　 画

幣 担 当

研 究 室
備　　　　 考

2．12 T ．14 H ．4 0 H ．1 2 年 度 調 査 ， 以 降 1 0年 毎 調 査 10 5 経 営

経 営

H ．6 年 に研 究 項 目変 更

4 ．9 7

0 ．8 8

1 ．0 0

！▼i ・忘

ク ク 12　　 ク　　　　　　　　 ク 10 5 ク

S ．6 0 クS ．6 〃 1 1　　 〃　　　　　　　　 ク 17 5 経 営

経 営ク 〃 1 1 ク 〃

18 〃 ク

l 13 年 度 調 査 ・ 以 降 5 年 毎 調 査

11 ク 〃

17 5 ク

3 4 ク 1 0 5 経 営 ク

1 ．3 2 3 5 〃 1 0 5 経 営 ク

3 ．8 6 3 6 〃 7 0

1 70

‾経 営

経 営

ク

ク5 ．3 0 3 9 ク 14 ク　 ク

14 ク　 〃5 ．2 3

0 ．78

7 ．3 5

0 ．20

4 0 ク 1 70 経 営 ク

3 4 1 2

40

12　　 ク 5 5 林 地

経 営

H ．7　　 ク

4 1 13　 ク　 ， 以 降 5 年 毎 調 査 5 5 S ．60　　 一ク

4 3 1 2 9 5 造 林12 ク ク

1 4 ク ク

10 ク ク

1 3 ク ク

H ．元　　 〃

11 ．74 4 4

4 6

4 0 1 10 経 営 S ．6 0　　 ク

14 ．8 1

6 ．8 2

2 ．8 0

ク 2 00 経 営 ク

H ．元 〃

S ．60 ク

4 7 1 2 1 20 造 林

ク 40 1 0　　 ク　　　　　　　　 ク 70 経 営

1 ．4 2 4 8 ク 1 4 ク　 ク

1 ケ月 毎 調 査

1 60

1 00

経 営 〃

1 ．0 0 H ． 7 1 7 造 林
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平成 10 年 度 の 研 究 課 題（平成10年4月現在）

研究問題 ⅩⅢ 車雨・急傾斜地域の森林管理技術の高度化

担　 当
課題担当者 研究年度 備　 考

研　　 究　　 課　　 邁
予算区分麺 軋 二二重 二 仙 ▲小　 課　 屠

1 ．環境保全的森林管理技術の向上

研究室

林地保全研

林地保全研

造林研

造林研

造林研

林地保全研

造林研

造林研

保護研

経営研

（田淵一　 隆一）

6 － 9 経常

経常

経常

経常

大型別 生態秩序

（新規）

1）急傾斜地における立地環境の保全技術の開発 （吉永秀一郎）

（1）林地の降雨特性および鉱物特性に基づ 三浦　　 覚

く地表侵食量の定量化 膏永秀一郎

山田 毅

山田 毅

－10

（3）ヒノキ人工林化によって起こる土壌特 8 ～11

7 ～11

6 － 9

～11

8 ～10

9 ～13

10～12

7 ～11

性の変化の解明

2）環境資源としての森林の保全技術の向上

吉永秀一郎

三浦 覚

（田淵 隆一）

（1）光環境変化が複層林下木の成長過程に 田淵　 隆一

及ぼす影響の解明

（2）源流域天然林の構造と機能の解明

（3）人為溌乱に伴 う常緑広葉樹林の更新過

酒井 武

倉本 志生

酒井 敦

大黒 正

酒井 武

倉本 恵生

田淵 隆一
酒井 敦

大黒 正

酒井 武

程の予測

（4）天然林主要構成樹種の種子生産～実生

倉本 恵生

大黒 正

酒井 敦

田淵 隆一
書永秀一郎

三浦 覚

山田 穀

倉本 恵生

枠

経常

経常

経常

定着過程の解明

（5）雑草木の種子散布特性と人工林への侵

酒井 武

大黒 正
酒井 敦

田淵 隆一
酒井 敦

入過程

2 ．高度に人工林化した地域における林業経営技術の向上

田淵 隆一

酒井 武
倉本 意生

大黒 正
佐藤 重穂

（松村 直人）

1）中山l間地域における林業経営技術の改善 （松村　 直人）

（1）魚梁瀬天然木の調査管理システムの開 小谷　 英司

発 松村　 直人
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研　　 究　　 課　　 患 担　 当
課老担当者 研究年度 予算区分 備　 考議 題‾桓 車 上 ∵丁¶‾‾「ン■、石∴ ’㌦一首 －‾‾‾｝ ‾題 研究室

（3）1994年夏季少雨が人工林に及ぼした影 経営研

林地保全研

経営研

経営研

経営研

小谷　 英司 8 ～10

6 ～10

8 －12

8 －17

9 －10

10～12

10－12

10～11

8 －10

元～ 9

～14

9 ～10

10～12

経常

経常

指定Ⅱ

治山事

収種試験地

響の評価

（4）林家の経営動向と林産物流通経路の究

松村 直人

吉永秀一郎

三浦 覚
山田 毅

山田 茂樹

明 都築 伸行

松村 直人

松村 直人（5＝四国地域における収穫試験地資料を用

いた長伐期林の暫定収穫予測

（6）森林生態系を重視した公共事業の導入

小谷 英司

山田 茂樹
都築 伸行

松村 直人

（四国）

導入手法

高性能林業機

手法調査

（7）高性能林業機械の効率的運用のための

造林研

林地保全研

保護研

経営研

経営研

経営研

経営研

保護研

保護研

保護研

造林研

保護研

他 全研究員

小谷 英司

業

指定 Ⅰ

経常

経常

指定 Ⅰ

経常

経常

指定Ⅰ

経常

G IS の有用性評価

（8）森林組合の事業展開分析と合理的森林

都築 伸行

山田 茂樹

松村 直人

都築 伸行

械

（新規）

（新規）

長伐期施業

四万十川

（新規）

管理受託方策の検討 山田 茂樹

松村 直人

松村 直人（9）森林資源情報の効率的管理システムの

検討

牡q 長伐期施業の経営的評価

2 ）中山間地域における森林生物の管理技術の高度

山田 茂樹

小谷 英司

都築 伸行

松村 直人

山田 茂樹

小谷 英司
都築 伸行

（前藤 薫）

佐藤 重穂
化

（2）スギ ・ヒノキ穿孔性害虫の個体群変動

要因の検討 前藤　　 薫

（3）病虫獣書発生情報の収集と解析

（4）四万十川流域の生物多様性に関する

前藤 薫

田端 雅進
佐藤 重穂

佐藤 重穂

データベース作成と調査手法の検討 前藤 薫

酒井 武

田端 雅進（5）キバチ科 ・クビナガキバチ科昆虫と共

生する菌類の分類と分布に関する調査 前藤　 薫

佐藤 重穂
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昭和14年 7 月

昭和22年12月

昭和26年12月

昭和29年 3 月

昭和34年 4 月

昭和34年 7 月

昭和38年 4 月

昭和39年 4 月

昭和63年10月

平成9 年度森林稔合研究所四国支所年報

沿革

治山治水，砂防造林等に関する試験を行うため，大正試験地を設置。

高知営林局の試験調査部門と大正試験地を統合・編成換えし，林業試験場高知支場として同

営林局内に併寮。

造林，経営，土壌の 3研究室と庶務課を設置。

大正試験地を廃止。

保護研究室を設鞋。

高知支場を四国支場と改称。支場長は専任となる。

調査室を設置。

新庁舎（現在地）への移転完了。

組紙改編により森林総合研究所四国支所となる。調査室を連絡調整室，土壌研究室を林地保

全研究室 と改称。

職員 の 異 動（9．9．2～10．9．1）

定年退職 10 ．3 ．31 山崎 三郎 連絡調整室長

転入 10 ．4 ．1 今富 裕樹 連絡調整室長一本所生産技術部主任研究官（労働科学研究室）

1 0 ．4 ．1 稲垣 善之 林地保全研究室一本所森林環境部立地環境科立地評価研究室
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現有 施 設

機

北海道支所 （札幌市）

東北 支 所（盛岡市）

関西 支 所 （京都市）

構

庶務課 叩 －－一仙一

書田 聖

（ 平成10年 9 月 1 日現在）

建物

1 庁舎本館

2 造林研究棟

3 共同試料調整

4 隔離温室

5 渡 廊 下

6 租試料調整測

7 堆 肥 舎

8 消防器具庫

農林 水 産 省 林 野 庁

森林 総 合 研 究 所

（ 茨城県茎崎町）

（ 木曽試験地）

（ 千代田試験地）

（ 小笠原試験地）

（ 高萩試験地）

（ 十日町試験地）

（ 多摩試験地）

四国 支 所

高橋 文敏

連絡調整室

今富 裕樹

造林研究室

田淵 隆一

林地保全研究室

吉永秀一郎

日高 健治

山本 加代，藤原 拓也

大黒 正，佐々木伸弘

溝渕 照江，弘田 孝行

門田 春夫

酒井 武，倉本 恵生

酒井 敦，（兼）大黒 正

三浦 覚，山田 毅

稲垣 善之

保護研究室

前藤 薫 田端 雅進，佐藤 圭穂

経営研究室

・ 九 州 支 所 （熊本市）

・ 多摩森林科学園（八王子市）

松村 直人 山田 茂樹，小谷 英司

都築 伸行

名

室

走 室

建 築 面 積 延 面 積 建　　 物　　 名 建 築 面 積 延 面 積

5 m 26 98 nf 1 ，52 2Iげ 9　 薬　 品　 庫 5 汀F

165 16 5 10　 消 防 用 ポ ン プ 格 納 庫 9 9

120 320 11 ポ ン プ 室 6 6

65 6 5 12　 ガ ラ ス 室 63 63

17 17 13　 網　　 室 22 2 2

99 99 14　 森 林 昆 虫 生 理 実 験 棟 36 2 36 2

4 6 46 15　 昆 虫 網 室 3 9 3 9

3 3 33 合　　 計 1 ，74 9 2 ，77 3
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敷地 お よ び 実 験林

敷地 面 積

、、ミミ

気象

奴測点 ●

＼実
ヽ
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1
′

／

ヽ

苗畑
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7 ．6 7 h a

庁舎 ・ 宿 舎 敷 1．38 ha

実験林・樹木園・苗畑・ その他 6．29 ha
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案内 図

池駅

胡書

F

国主乃号井

国立病院

大谷口

知大学

至松山

脱表

ノノ荒書 トンネル

け
至境埼・中け

牡州

高知駅

至高知港

J R 土讃線 朝倉駅下車
県交通バス 大谷口下車

贋）

ヰ
至後免

高知空港

l

＼

／

′

へ
）

閻 転芦
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